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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高（百万円） 15,960 14,557 15,470 15,271 18,681

経常利益（百万円） 1,069 1,390 995 860 238

当期純利益又は当期純損失

(△)（百万円）
540 320 438 266 △556

純資産額（百万円） 17,400 16,717 16,716 15,673 14,150

総資産額（百万円） 36,044 36,774 35,489 34,776 38,641

１株当たり純資産額（円） 815.49 890.80 907.87 851.23 817.91

１株当たり当期純利益金額又

は当期純損失金額(△)（円）
24.40 15.15 23.49 14.49 △30.82

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 48.27 45.46 47.10 45.07 36.62

自己資本利益率（％） 3.15 1.88 2.62 1.65 －

株価収益率（倍） 22.21 43.96 22.56 37.89 －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
1,377 357 1,030 1,980 △122

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
30 277 △492 △1,648 △1,209

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△1,576 △890 △1,237 △1,180 1,755

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
5,539 5,316 4,621 3,681 4,177

従業員数（人）

（外、平均臨時従業員数）

348

(51)

267

(53)

236

(54)

228

(80)

212

(102)

（注）１．売上高には、消費税は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第96期までは潜在株式が存在しないため、また第97期

以降は信託型ライツ・プラン導入による新株予約権が存在するものの希薄化効果を有していないため記載し

ておりません。

３．第97期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高（百万円） 15,225 14,124 10,579 5,350 3,299

経常利益（百万円） 1,170 1,491 569 440 1,128

当期純利益又は当期純損失

(△)（百万円）
632 376 30 △29 588

資本金（百万円） 2,315 2,315 2,315 2,315 2,315

発行済株式総数（株） 22,497,05922,497,05922,497,05922,497,05922,497,059

純資産額（百万円） 17,275 16,614 16,235 13,822 13,460

総資産額（百万円） 34,276 35,665 34,418 26,461 28,769

１株当たり純資産額（円） 809.66 885.32 881.74 750.69 778.01

１株当たり配当額（円）

（内１株当たり中間配当額）

10.00

(－)

10.00

(－)

10.00

(－)

10.00

(－)

8.00

(－)

１株当たり当期純利益金額又

は当期純損失金額(△)（円）
28.70 17.82 1.61 △1.58 32.63

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 50.40 46.58 47.17 52.24 46.79

自己資本利益率（％） 3.72 2.22 0.18 － 4.32

株価収益率（倍） 18.89 37.37 329.19 － 9.19

配当性向（％） 34.84 56.12 621.12 － 24.52

従業員数（人）

（外、平均臨時従業員数）

277

(33)

218

(32)

150

(28)

33

(27)

34

(11)

（注）１．売上高には、消費税は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第96期までは潜在株式が存在しないため、また第97期

以降は信託型ライツ・プラン導入による新株予約権が存在するものの希薄化効果を有していないため記載し

ておりません。

３．第97期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しております。

EDINET提出書類

ＪＳＴ株式会社(E01357)

有価証券報告書

 3/95



２【沿革】

昭和13年11月株式会社服部製作所より同社若松工場（大正11年３月、福岡県若松市に建設）を分離独立して、工

場施設、従業員等一切の権利義務を引継ぎ、東京市日本橋区に株式会社若松服部製作所（資本金１

百万円）を設立し、電力用鉄塔の国内における唯一の専門メーカーとして発足。

昭和26年12月大阪精機工業株式会社東京工場を買収して、大森工場とし、鉄塔用ボルト・ナット製作を開始。

昭和29年１月 東京都江東区南砂町に砂町工場を建設。

昭和35年10月キシヤ機械鉄工株式会社を買収し、建設用機材の賃貸及び商品の販売を開始。

昭和36年１月 キシヤ機械鉄工株式会社の商号を小倉建設機械株式会社に変更。

昭和36年４月 商号を日本鉄塔工業株式会社に変更。

昭和36年10月東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和37年４月 砂町工場に第二鉄塔工場を建設。

昭和37年７月 若松工場に鋼管鉄塔工場を新設し、ネックフランヂ方式による鋼管鉄塔製作を開始。

昭和38年５月 若松工場に橋梁工場を新設し、橋梁部門に進出。

昭和43年９月 本社を東京都江東区に移転。

昭和43年11月豊橋工場（愛知県豊橋市）を新設。

昭和44年11月福岡県北九州市北湊臨海工業地帯に響灘鉄構センターを新設し、海洋鉄構造物製作を開始。

昭和55年５月 大森工場を分離独立させ、株式会社日本鉄塔大森工場（現・連結子会社）として設立。

昭和59年６月 大型橋梁に対応するため、響灘鉄構センターを閉鎖し港湾設備の整った若松鉄構センター（福岡県

北九州市）を新設。

昭和62年７月 砂町工場を閉鎖し、千葉工場（千葉県佐倉市）へ新設移転。

平成３年７月 小倉建設機械株式会社の商号を株式会社日塔建設に変更。

平成３年10月 若松鉄構センター内に橋梁溶接工場を増設。

平成５年３月 砂町工場跡地に賃貸用ビル（新砂プラザ、一部当社本社部門使用）を新設。

平成９年６月 賃貸用大型店舗（愛知県豊橋市）を新設。

平成13年８月 豊橋工場を閉鎖。

平成15年８月 鉄塔部門と景観部門を統合の上、株式会社日本鉄塔鉄構カンパニーを設立。

平成15年９月 千葉工場を閉鎖し、若松工場へ集約。

平成18年４月 鉄塔事業の完全分社化に伴い、商号を「ＪＳＴ株式会社」に変更。

また、株式会社日本鉄塔鉄構カンパニーの商号を「日本鉄塔工業株式会社」（現・連結子会社）に

変更。

平成19年３月 株式会社日塔建設を吸収合併。

平成19年４月 橋梁事業の分割準備のため、ＪＳＴ鉄構事業分割準備株式会社を設立。

平成19年10月橋梁事業を分割し、ＪＳＴ鉄構事業分割準備株式会社に統合。併せて商号を「ＪＳＴブリッジ株式

会社」（現・連結子会社）に変更。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社３社で構成され、主な事業活動として、鉄塔・橋梁及びそ

の他鋼構造物の製作、建設、販売、不動産の開発及び賃貸を行っております。

　当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

　区分方法については、事業の種類別セグメント情報と同一の区分であります。

鋼構造物事業：日本鉄塔工業㈱及びＪＳＴブリッジ㈱は、鉄塔・橋梁及びその他の鋼構造物を受注、請負し、設計、

製作、建設しております。また、部品の一部を㈱日本鉄塔大森工場から仕入れております。

不動産事業　：当社は不動産の開発及び賃貸事業を行っております。

当社は、子会社３社を含めたグループの経営管理を行い、日本鉄塔工業㈱及びＪＳＴブリッジ㈱に本社・工場の一

部を賃貸し、総務・経理・資材・監査等の管理業務について支援を行っております。

 

事業の系統図は次の通りであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又
は出資金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権の所有(被所有)割合
関係内容所有割合

（％）
被所有割合
（％）

(連結子会社)       

日本鉄塔工業㈱
東京都　江

東区
98 鋼構造物事業 100 －

業務支援及び不動産賃貸

役員の兼務等…有

ＪＳＴブリッジ㈱
東京都　江

東区
98 鋼構造物事業 100 －

業務支援及び不動産賃貸

役員の兼務等…有

㈱日本鉄塔大森工場
東京都　大

田区
10 鋼構造物事業 100 －

不動産賃貸

役員の兼務等…有

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．有価証券届出書又は有価証券報告書提出会社はありません。

３．日本鉄塔工業(株)及びＪＳＴブリッジ(株)については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連

結売上高に占める割合が100分の10を超えております。なお、主要な損益情報等は次のとおりであります。

 日本鉄塔工業(株) ＪＳＴブリッジ(株)

 売上高（百万円） 8,633 7,342

 経常利益又は経常損失(△)（百万円） 1,254 △2,168

 当期純利益又は当期純損失(△)

（百万円）
721 △1,910

 純資産額（百万円） 2,719 △1,013

 総資産額（百万円） 4,825 13,613

５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

鋼構造物事業  
194

(100)

不動産事業  2

全社（共通）  
16

(2)

合計  
212

(102)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）に記載されている従業員数は、親会社の本社管理部門に所属しているものであります。
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(2)提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

34

(11)
46.1 18.2 5,845,334

　（注）１．従業員は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3)労働組合の状況

　日本鉄塔工業㈱及びＪＳＴブリッジ㈱の従業員（部課長及び一部係長を除く）を以てそれぞれ労働組合が結成さ

れており、平成21年３月31日現在の組合員は86名であります。

　労使関係については概ね良好であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国のバブル崩壊に伴う世界同時不況と円高の影響を受け、輸出産業を

中心に企業収益は大幅に悪化し、急激な景気後退局面に陥りました。

このような状況の中、当社グループは、当年度を中期経営計画（平成18年度～平成20年度）の最終年度として、鉄

塔、橋梁、不動産の各事業で、それぞれの業績目標を達成するべく事業活動に取り組んでまいりました。

その結果、鉄塔事業では目標を大幅に上回る業績を上げることができました。同事業は平成17年度までの数年間

赤字の状況が続いており、ゼロからのスタートとも言える状況でありましたが、電力会社の大型幹線工事の発注が

続いたことに加え、将来を見据えて力を入れてきたメンテナンス部門での研究開発の努力が実を結び、このような

結果に繋がったものと考えております。

その一方で、橋梁事業は中期経営計画の３年間を通じて赤字の状況が続き、目標を大幅に下回る結果となりまし

た。その主な原因としては、ここ数年の資機材、現場施工費の高騰などがありますが、現状、橋梁事業がグループ全体

の足を引っ張っている状況でありますので、橋梁事業については今後早急に抜本的な対策を打つべく現在検討を進

めております。

なお、不動産事業については、ほぼ計画どおりの結果となりました。 

（鉄塔事業）

鉄塔事業につきましては、東北電力十和田北上幹線、中国電力島根原子力線、中部電力上越火力線、九州電力北九

州幹線などの電力幹線工事やKDDI向け通信鉄塔の生産があり、工場は年間を通して高い操業度を維持することがで

きました。また、鋼材や部品の購入価格の引上げが要求される状況の中、製品価格への転嫁とコストダウンによりそ

れを吸収いたしました。そして、建築鉄骨、モニュメント、大型広告パネル付バスシェルター（バス停留所）などの

鉄塔以外の製品にも幅広く取り組むとともに、メンテナンス業務や設計業務を中心とした鉄塔トータルエンジニア

リングへの事業領域の拡大にも注力してまいりました。

以上の結果、鉄塔事業の受注高は68億19百万円と前期（52億57百万円）に比べ15億62百万円増加いたしました。

売上高についても86億97百万円と前期（69億54百万円）に比べ17億43百万円増加いたしましたが、受注残高は38

億54百万円と前期（57億32百万円）に比べ18億78百万円減少いたしております。

（橋梁事業）

橋梁事業につきましては、過年度に受注した大型物件により工場の操業度が非常に高くなり、工場製作が過密に

なったため、昨年10月頃まで新規物件の応札を控えざるをえない状況となりました。

その一方で、受注済工事について、設計変更や単品スライド条項の非適用等の影響により工事損失引当金の計上

が続きました。これに対して昨年11月以降、ＪＳＴブリッジ㈱では、新社長のもとで応札について厳格なチェック体

制を敷き、利益管理体制を強化いたしております。

なお、ＪＳＴブリッジ㈱では、道路橋事業での受注環境の悪化を受けて、民間からの溶接構造物や建築仕様の構造

物の受注獲得に取り組んでおりますが、当年度は大型物件「東京スカイツリー」の構造部材を他の数社とともに受

注いたしております。

以上の結果、橋梁事業の受注高は34億62百万円と前期（93億78百万円）に比べ59億15百万円減少いたしました。

売上高は73億32百万円と前期（54億26百万円）に比べ19億６百万円増加し、受注残高は 176億97百万円と前期

（ 215億67百万円）に比べ38億69百万円減少いたしております。

（不動産事業）

不動産事業につきましては、平成19年７月から賃貸を開始した豊橋南ショッピングセンター増築分による売上の

増加がありましたが、全般的な賃料低下の影響で、不動産事業の売上高は26億50百万円と前期（28億90百万円）に

比べ２億39百万円減少いたしました。 

以上の結果、当連結会計年度の受注高は 102億82百万円と前期（ 146億35百万円）に比べ43億53百万円減少いた

しましたが、売上高は 186億81百万円と前期（ 152億71百万円）に比べ34億９百万円増加いたしました。

利益面については、営業利益は２億30百万円と前期（７億87百万円）に比べ５億57百万円の減益、経常利益は２

億38百万円と前期（８億60百万円）に比べ６億22百万円の減益となりました。

また、特別損失として、投資有価証券評価損１億32百万円と過年度の独占禁止法違反事件にともなう損害賠償金

１億86百万円が発生し、法人税等についても、繰延税金資産の取崩しを行った結果、当年度は大変遺憾ながら連結最

終赤字となりました。当期純損失は５億56百万円と前期（当期純利益２億66百万円）に比べ８億22百万円の減益と

なっております。
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(2) キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末より４

億95百万円増加（13％増）し、41億77百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金収支は、１億22百万円の支出超（前年同期は19億80百万円の収入超）となりました。支出超の

主な要因は、仕入債務及び前受金の増加がありましたが、売上債権、たな卸資産の増加等があったことによるもので

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金収支は、12億９百万円の支出超（前年同期比 27％減）となりました。支出超の主な要因は、豊

橋南ショッピングセンター増築棟の取得費用の支払や建築中の賃貸用マンションの部分払いによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金収支は、17億55百万円の収入超（前年同期は11億80百万円の支出超）となりました。収入超の

主な要因は、中・長期借入金の約定返済や自己株式の取得等があったものの長期借入れを実行したことによるもの

です。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 重量（屯） 金額（百万円） 前年同期比（％）

鋼構造物事業    

　鉄塔事業 17,939 8,269 119.2

鉄塔・鉄構 17,939 6,666 122.5

その他 － 1,603 107.0

　橋梁事業 15,261 9,198 160.5

鋼構造物事業（計） 33,200 17,468 137.9

不動産事業 － － －

合計 － 17,468 137.9

　（注）１．鉄塔事業の「その他」は、設計業務、メンテナンス業務び複合柱等であります。

２．金額はセグメント間の内部振替前の数値によっております。

３．前年同期比は、金額比であります。

４．上記の金額には、消費税は含まれておりません。

(2) 受注状況

　当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
受注高 受注残高

重量（屯）
金額

（百万円）
前年同期比
（％）

重量（屯）
金額

（百万円）
前年同期比
（％）

鋼構造物事業       

　鉄塔事業 11,236 6,819 129.7 9,372 3,854 67.2

鉄塔・鉄構 11,236 5,101 137.0 9,372 3,640 65.2

その他 － 1,718 111.9 － 213 143.1

　橋梁事業 3,820 3,462 36.9 25,944 17,697 82.1

鋼構造物事業（計） 15,056 10,282 70.3 35,316 21,551 78.9

不動産事業 － － － － － －

合計 － 10,282 70.3 － 21,551 78.9

　（注）１．鉄塔事業の「その他」は、設計業務、メンテナンス業務び複合柱等であります。

２．金額はセグメント間の内部振替前の数値によっております。

３．前年同期比は、金額比であります。

４．上記の金額には、消費税は含まれておりません。

EDINET提出書類

ＪＳＴ株式会社(E01357)

有価証券報告書

10/95



(3) 販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 重量（屯） 金額（百万円） 前年同期比（％）

鋼構造物事業    

　鉄塔事業 18,017 8,697 125.1

鉄塔・鉄構 18,017 7,044 131.9

その他 － 1,653 102.4

　橋梁事業 10,826 7,332 135.1

鋼構造物事業（計） 28,843 16,030 129.5

不動産事業 － 2,650 91.7

合計 － 18,681 122.3

　（注）１．鉄塔事業の「その他」は、設計業務、メンテナンス業務及び複合柱等であります。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．前年同期比は、金額比であります。

４．前連結会計年度及び当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は

次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

相手先 金額（百万円） 割合（％） 相手先 金額（百万円） 割合（％）

東北電力㈱  

 

2,376

 

15.6

 

九州電力㈱ 2,570 13.8

中日本高速道路㈱ 2,241 12.0

東北電力㈱ 2,173 11.6

５．上記の金額には、消費税は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

(1) 当社グループにおける企業価値向上の取り組み

当社グループは、非常に厳しい事業環境のなか、事業の選択と集中の徹底を行います。鋼構造物事業においては、

個別工事の利益管理の強化を行い、また、あらゆる工程における原価低減活動に取り組みます。

鉄塔事業では、三角鉄柱、中空鋼管鉄塔や鉄塔長寿命化システムなど顧客の要求に応える製品・サービスを数多

く開発してまいりました。鉄塔事業の強みは、設計、製作、めっき、据付けからメンテナンスに至るまでの工程を全て

自社内に有する総合的な鉄塔メーカーであることであり、今後も市場のニーズを的確に捉え、顧客の要求に応える

幅広い製品・サービスを提供することで、顧客からより高い評価、信頼を獲得すべく事業を推進してまいります。

橋梁事業では、大型溶接構造物を製作する技術を活かし、橋梁にこだわらず工場で製作可能な鋼構造物の受注獲

得を図ります。

また、創業以来、長期にわたって蓄積してきた鉄塔事業の超高鉄塔における動的耐風設計などの独自技術や橋梁

事業における長大橋製作における溶接技術などの技術力を活かし、様々な鋼構造物の設計・製作に取り組むなど、

新規事業の開拓・育成を図ってまいります。

不動産事業については、これまで工場跡地、社宅跡地等の保有不動産の有効活用を中心に、長期にわたり使用でき

るエコロジーな物件の開発など着実に実績を残してまいりました。今後はこれまでに蓄積された経験と実績をもと

に、再開発事業への参入を目指してまいります。なお、不動産事業の収益については、鋼構造物事業での研究開発な

どにも投資し、グループ企業価値の向上を目指してまいります。

(2) 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

Ⅰ. 基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容及び当社の企業価値の

源泉を理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保し、向上させていくことを可

能とする者である必要があると考えております。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて

行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値・株主共同

の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対して明白な侵害

をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大

量買付の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提

供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とす

るもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

特に、当社が企業価値を確保・向上させていくためには、当社の企業価値の源泉である①顧客の要求に応える

製品・サービス・物件を生み出す開発力、②創業以来87年間、鋼構造物の製作に取り組む中で蓄積された技術力、

③豊富な実績に裏付けられたブランド力の維持等が必要不可欠であり、これらが当社株式の大量買付を行う者に

より、中長期的に確保され、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損される

ことになります。

また、外部者である買収者から大量買付の提案を受けた際に、株主の皆様が最善の選択を行うためには、当社の

企業価値を構成する有形無形の要素を適切に把握するとともに、買収者の属性、大量買付の目的、買収者の当社の

事業や経営に対する意向、既存株主との利益相反を回避する方法、従業員その他のステークホルダーに対する対

応方針等の情報も把握したうえで、大量買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を判断する必要が

あり、かかる情報が明らかにされないまま大量買付が強行される場合には、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益が毀損される可能性があります。

当社は、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び

事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な

対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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Ⅱ．基本方針実現のための取組み

１．基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、当社の企業価値の維持、向上を図るため、平成18年６月、新しい競争時代における成長戦略として中

期経営計画（平成18年度～平成20年度）を策定し、①コンプライアンス重視の経営、②各事業分野における収

益力の確保、③原価低減の追及によるコスト競争力の確保を重点施策として掲げ、これらの実現に取り組んで

まいりました。

今般、中期経営計画の期間が満了し、新たな計画を策定すべき時期ではありますが、 100年に一度とも言われ

る危機的な経済状況の中、当社の事業環境についても、その先行きが不透明な状況となっており、計画策定の前

提となる諸条件の予測が困難であるため、現時点では新たな中期経営計画の策定を見送ることにいたしまし

た。そして、本年度を経営基盤の再構築の時期と位置づけ、次の成長のための足元を固めるべく、以下の項目を

重点施策として掲げ、取り組むことにいたしました。これにより、当社の企業価値・株主共同の利益の維持・向

上を図ってまいります。

① 事業の選択と集中の徹底 

　急激な事業環境の変化や競合他社との競争が激化する中で、事業の再構築を図ります。事業の選択と集

中により、不採算分野の縮小を検討し、他方、大型鋼構造物の溶接技術を生かして採算を見込める分野へ

の展開を強化する等、経営資源の効果的配分を徹底します。

② 利益管理の強化 

　鋼構造物事業においては、応札時より個別工事毎の採算を重視した選別受注を徹底し、受注後はその工

事の進捗管理、コスト管理をより強化し、計画利益の確保を図ります。

③ コスト競争力の向上 

　どのような事業環境においても柔軟であり、機敏に対応できるコスト競争力の強化はメーカーとして必

須であります。資材調達、設計、製造、架設のあらゆる工程における原価低減活動に取り組み、コスト競争

力を向上させます。

なお、新たな中期経営計画につきましては、これらの施策を達成し経営体質が強化された時点で、改めてご提

示する所存でおります。

２．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する為

の取組み

当社は、信託型ライツ・プランを廃止し、平成21年５月15日開催の取締役会及び同年６月26日開催の第99回

定時株主総会（以下「第99回定時株主総会」といいます。）において、当社株式の大量取得行為に関する対応

策（買収防衛策）を導入することについて決議いたしました（以下「本プラン」といいます。）。

(i) 本プランの目的

　本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、上記基本

方針に沿って導入されるものです。

本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大量買付を抑止するとともに、大量買付

が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大量買

付に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行

うこと等を可能とすることを目的としています。

(ii) 対象となる買付等

　本プランは、下記①又は②に該当する当社株券等の買付その他の取得もしくはこれに類似する行為又は

これらの提案（当社取締役会が本プランを適用しない旨別途認めたものを除くものとし、以下「買付等」

といいます。）がなされる場合を適用対象とします。

① 当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付その他の取得

② 当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合及びその特別関係者の

株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

買付等を行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）は、本プランに定められる手続に従うもの

とし、本プランに従い当社取締役会が本新株予約権の無償割当ての不実施に関する決議を行うまでの間、

買付等を実行してはならないものとします。

(iii) 買付者等に対する情報提供等の要求 

　買付者等は、買付等の開始又は実行に先立ち、本プランの手続を遵守する旨の誓約文言等を含む書面等を

当社に対して提出していただくとともに、当社の交付する様式に従い、当社に対して、買付等の内容の検討

等に必要な情報等を記載した書面を提出していただきます。特別委員会は、提出された情報が不十分であ

ると判断した場合には、買付者等に対し、追加的に情報を提供するよう求めることがあります。
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(iv)  特別委員会による検討・勧告等

　特別委員会は、買付者等から情報等（追加的に提供を要求したものも含みます。）を受領してから原則と

して最長90日が経過するまでの間（以下「特別委員会検討期間」といいます。）、取締役会の意見及びそ

の根拠資料、代替案（もしあれば）等を受領した上、買付等の内容の検討、買付者等と当社取締役会の経営

計画・事業計画等に関する情報収集・比較検討、及び当社取締役会の提示する代替案の検討等、当該買付

者等と協議・交渉等を行います。

　特別委員会は、買付等について下記(vii) において定められる発動事由（以下「発動事由」といいま

す。）に該当すると判断した場合には、原則として、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを

実施することを勧告します（但し、中止等を行う場合もあります。）。なお、特別委員会は、ある買付等につ

いて発動事由のうち発動事由その２の該当可能性が問題となっている場合には、予め当該実施に関して株

主総会の承認を得るべき旨の留保を付すことができるものとします。他方、特別委員会は、買付等について

発動事由に該当しないと判断した場合、本新株予約権の無償割当てを実施すべきでない旨の勧告を行い、

また、当初の特別委員会検討期間の終了時までに、本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施の勧告を

行うに至らない場合には、合理的な範囲内（原則として30日を上限とします。）で特別委員会検討期間を

延長することができるものとします。

(v) 取締役会の決議・株主総会の開催

　当社取締役会は、特別委員会の上記勧告を得た場合、当該勧告を最大限尊重して本新株予約権の無償割当

ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行うものとします。但し、当社取締役会は、

①上記(iv) に従い特別委員会が本新株予約権の無償割当ての実施に際して、予め株主総会の承認を得る

べき旨の留保を付した場合、又は②ある買付等について発動事由その２の該当可能性が問題となってお

り、特別委員会が本新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告をしたときであって、取締役会が株主

総会の開催に要する時間等を勘案した上善管注意義務に照らし株主の意思を確認することが適切と判断

する場合には、株主総会を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する株主の意思を確認すること

ができるものとし、この場合、当社取締役会は、当該株主総会の決議に従うものとします。

(vi) 情報開示

　当社は、本プランの運用に際しては適用ある法令又は金融商品取引所の規程等に従い、所定の事項につい

て、速やかに情報開示を行います。

(vii) 本新株予約権の無償割当ての要件

　本プランを発動して本新株予約権の無償割当てを実施するための要件は、下記のとおりです。

発動事由その1　

　　本プランに定められた手続に従わない買付等であり（買付等の内容を判断するために合理的に必要

とされる時間や情報の提供がなされない場合を含みます。）、かつ本新株予約権の無償割当てを実施

することが相当である場合

発動事由その２

　　下記の要件のいずれかに該当し、かつ本新株予約権の無償割当てを実施することが相当である場合

 (a) 下記に掲げる行為等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもた

らすおそれのある買付等である場合

① 株券等を買い占め、その株券等について当社関係者等に対して高値で買取りを要求する行為

② 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当社の犠牲の下に買

付者等の利益を実現する経営を行うような行為

③ 当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為

④ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その

処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会をね

らって高値で売り抜ける行為

 (b) 強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利

に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付を行うことをいいます。）等株主に

株式の売却を事実上強要するおそれのある買付等である場合

 (c) 買付等の条件（対価の価額・種類、時期、方法の適法性、実現可能性又は買付等の後における当社

の他の株主、従業員、顧客、取引先その他の当社に係る利害関係者に対する方針等を含みます。）が

当社の本源的価値に鑑み不十分又は不適当な買付等である場合

 (d) 当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社の従業員、顧客、取引先等との関係を損なうこと

等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する重大なおそれをもたらす買付等であ

る場合
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(viii) 本新株予約権の無償割当ての概要

　本プランにおいて無償割当てを行う新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）は、その数につき

割当期日における当社の最終の発行済株式総数（但し、自己株式の数を除きます。）と同数とし、また、割

当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主に対し、その有する当社株式１株につ

き本新株予約権１個の割合で、割り当てられます。本新株予約権１個の目的である当社株式の数（以下

「対象株式数」といいます。）は、原則として１株とします。また、本新株予約権の行使に際してする出資

の目的は金銭とし、当該出資される財産の当社株式１株当たりの価額は、１円を下限とし当社株式１株の

時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内で定める価額とします。

　また、原則として、(a) 当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等に係る株券等保有割合が20％

以上である者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）、(b) その共同保有者、(c) 公開

買付けによって当社が発行者である株券等の買付け等を行う旨の公告を行った者で、当該買付け等の後に

おけるその者の所有に係る株券等の株券等所有割合がその者の特別関係者の株券等所有割合と合計して

20％以上となる者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）、(d) その特別関係者、もし

くは(e) 上記(a) ないし(d) に該当する者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受

けもしくは承継した者、又は(f) (a) から(e) に該当する者の関連者（以下「非適格者」と総称しま

す。）は、一定の例外事由が存する場合を除き本新株予約権を行使することができません。また、外国の適

用法令上、本新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要とされる非居住者も、原則として本新株予約権

を行使することができません。

　本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。当社は、行使期間開始日の

前日までの間いつでも全ての本新株予約権を無償で取得することができるとともに、非適格者以外の者が

有する本新株予約権のうち前日にまでに未行使のもの全てを取得し、これと引換えに、原則として本新株

予約権１個につき対象株式数の当社株式を交付することができます（複数回取得することも可能で

す。）。

(ix) 本プランの有効期間 

　本プランの有効期間は、第99回定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会終結の時までとします。

　但し、有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランに係る本新株予約権の無償割当て

に関する事項を決定する権限の取締役会への上記委任を撤回する旨の決議が行われた場合、又は当社取締

役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランは当該決議に従い廃止されるも

のとします。

Ⅲ．上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

上記Ⅱ．１．記載の施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的

方策として策定されたものであり、まさに基本方針の実現に資するものであることから、当社の株主共同の利益

に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

本プランは、上記Ⅱ．２．記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させる目的をもって導入さ

れたものであり、基本方針に沿うものです。

特に、本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則を充足していること、株主総会において株主の承認を得

て導入されたものであること、一定の場合に本プランの発動の是非について株主総会において株主の意思を確認

することとされていること、本プランの有効期間が３年間と定められた上、株主総会又は取締役会によりいつで

も廃止できるとされていること、独立した社外取締役等のみから構成される特別委員会が設置されており、本プ

ランの発動に際しては必ず特別委員会の判断を経ることが必要とされていること、特別委員会は当社の費用で第

三者専門家の助言を得ることができるとされていること、その内容として本プランの発動に関する合理的な客観

的要件が設定されていること、等により、その公正性・客観性が担保されており、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益に資するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、次のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 主要材料等の価格変動について

　鋼構造物事業は大量の鋼材を主要原材料として使用いたしますが、市場価格等が高騰した際、販売価格に転嫁する

ことが困難な場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2) 自然災害及び事故等について

　鋼構造物事業の工場製作及び現場施工において自然災害他予期せぬ事態が発生し、操業が停止もしくは著しく低

下した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、鋼構造物事業の工場製作・輸送・現場施工の各工程には危険が伴う作業を含んでおり、万が一事故が発生し

た場合、事故による直接的な損害の他に発注元からの指名停止等で、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６【研究開発活動】

　当社グループは、鋼構造物事業の主力製品である鉄塔・橋梁の大型化、短納期化、コストダウン等多様化する社会

や顧客の要求に対応するため、新製品・新技術の研究開発に努めております。また、景観製品についても同様に取り

組んでおります。研究にあたっては、社内の技術研究グループで独自に行うとともに、大学及び各研究機関と共同で

取り組み、学会発表、専門誌寄稿、当社技報への掲載などを通して対外発表を行っております。

　当連結会計年度における研究開発費は32百万円で鋼構造物事業に係わるものであり、主な研究開発活動は次のと

おりであります。

１．既設送電鉄塔長寿命化技術の開発

　大型送電鉄塔に使用されている鋼管鉄塔は、昭和39年の開発以来40年以上を経過し、建設初期の鉄塔では老朽化が

進み劣化が見られるものもあります。鋼管鉄塔開発メーカーである当社グループは、鉄塔の長寿命化を図るため、

種々の技術開発を行っております。 

　(1) 主柱材鋼管内面点検、診断および補修技術

　(2) 鋼管鉄塔主柱材補強対策技術

　(3) 鋼管鉄塔腕金取付部補強対策技術

　(4) 鋼管鉄塔主柱材取替工法技術

　(5) 基礎部不同変位対策技術

　(6) 鉄塔部材取替工法および取替用治具開発

　いずれの技術も今後益々需要が増加していくと思われ、さらなる改良を加えて参ります。 

　２．鉄塔基礎不同変位対策技術の開発

　大半の送電鉄塔は一般の建築物と異なり、鉄塔脚部がそれぞれに単独の基礎を持つ構造となっております。近年、

地震や大雨による地滑り等により、その基礎がそれぞれに移動する事象（不同変位）が見うけられ、上部構造物で

ある送電鉄塔に影響を与えております。当社では平成20年度に実規模の鉄塔を用いた試験を実施し、基礎不同変位

に対する解析手法および対策技術を開発いたしました。平成21年度以降はその成果を実際の鉄塔へと展開して参り

ます。 

　３．鉄塔－電線連成系の動的挙動解明の研究

　最近の異常気象による台風の大型化による強風、あるいは全国で頻繁に発生する大地震に対して、既設の送電鉄塔

が十分な機能を果たすかを事前に検討しておくことは生活基盤の電気を止めないという観点から、非常に重要に

なってきております。このため、動的な風応答解析や地震応答解析などの高度な解析の要求に応えられるよう、強風

（台風）観測や鉄塔の振動試験等を実施し、強風の性質や鉄塔の振動特性をより正確に把握することにより、動的

解析プログラムの高精度化を図っております。一方、鉄塔を揺するための起振機の開発や電線張力変動測定の技術

も有しており、平成21年度も実施する高鉄塔の振動試験や強風観測を介してその動的解析プログラムソフトの精度

の検証を行います。またこの解析プログラムでは解析結果をアニメーションにより表示し、鉄塔－電線連成系の動

的挙動をわかりやすく説明することができます。

　４．現場無線計測システムの開発

　強風観測や鉄塔振動試験での計測データは、有線ケーブルを介して地上に設置したパソコンに収録しております

が、そのケーブルの設置や撤去作業には多大な期間、労力及び費用を要しております。これを無線計測化することが

できれば、台風進路予測に基づく鉄塔強風観測、鉄塔振動試験の大幅な期間短縮やコストダウンが図れ、現場計測技

術に機動性を持たせることが可能となります。本システムは平成20年度までの研究にて開発を終えました。平成21

年度は強風（台風）観測を実施し，最悪の気象条件下での性能を検証いたします。 

　５．水平カッター工法の開発

　道路橋の伸縮装置を低騒音・低振動で撤去する工法の開発に取り組んでおり、自社開発の水平切断機を使用した

水平カッター工法を保有しております。低騒音撤去工法は阪神高速道路㈱や国土交通省中部地方整備局、福岡北九

州高速道路公社で実績があり、業界紙等でも紹介され認知に至っております。今後は新技術活用システム等を活用

し、実業務として収益性を高めると共に、種々の施工条件に対応するための研究・開発活動を進めて参ります。

　６．延長床版すべり面の開発

　延長床版システムとは、橋梁のコンクリート床版を土工の上まで延長するものであり、橋梁の端部から発生する車

両騒音の低減に有効です。また、桁端部の劣化を防止できるため、維持管理の面からも期待されています。

　現場打ちコンクリートで延長床版を施工し、コストダウンが可能となる延長床版のすべり面を、㈱高速道路総合技

術研究所および東日本高速道路㈱と共同で開発し、特許を出願しております。東・中・西日本高速道路㈱の技術基

準類に標準的な構造として記載されていますので、今後全国で普及していくことが期待されます。 
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態

（資産）

　資産合計は 386億41百万円（前年同期比11％増）となりました。

　流動資産の増加（前年同期比39％増）は、当連結会計年度末において、橋梁事業のたな卸資産が増加したことが主

な要因となっております。

　固定資産の減少（前年同期比７％減）は、減価償却の実施により有形固定資産が減少したことと、株価の下落によ

る投資有価証券の評価額の減少があり、投資その他の資産が大幅に減少したことが主な要因となっております。

（負債）

　負債合計は 244億91百万円（前年同期比28％増）となりました。

　流動負債の増加（前年同期比25％増）は、仕入債務及び橋梁の工事損失引当金の増加が主な要因となっておりま

す。

　固定負債の増加（前年同期比35％増）は、借入れの実行による長期借入金の増加が主な要因となっております。

（純資産）

　純資産合計は 141億50百万円（前年同期比10％減）となりました。これは、当期純損失の計上、株主配当の実施、自

己株式の取得による減少及び株価の下落でその他有価証券評価差額金が減少した結果であります。

(2) 経営成績

　「１　業績等の概要、(1) 業績」を参照願います。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社及び連結子会社）が、当連結会計年度において実施した設備投資の主なものは、工場機械設備の

更新等鋼構造物事業に係る投資と、不動産賃貸物件の新築等不動産事業に係る投資であります。

　設備投資額を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

区分 鋼構造物事業 不動産事業 管理部門 合計

設備投資額（百万円） 134 444 13 592

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名　　

　　称
設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
運搬具他

土地
(面積㎡)

合計

若松事業所　※１

（北九州市若松区）

不動産事業

鋼構造物事業

鉄塔橋梁

生産設備
520 5

2,369

(164,992)
2,895

16

(9)

本社　※２

（東京都江東区）

不動産事業

全社

賃貸及び

管理業務
9,785 43

2,272

(91,065)
12,102

18

(2)

(2）国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名　　　　称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
運搬具他

土地
(面積㎡)

合計

日本鉄塔工業(株)
若松工場

(北九州市若松区)
鋼構造物事業 鉄塔生産設備 3 223

－

(－)
227

50

(37)

ＪＳＴブリッジ

(株)

若松工場

(北九州市若松区)
鋼構造物事業 橋梁生産設備 － 322

－

(－)
322

63

(39)

ＪＳＴブリッジ

(株)
営業所　※３ 鋼構造物事業  販売業務 － 0

－

(－)
0

10

(3)

(株)日本鉄塔大森

工場

本社工場

(東京都大田区)
鋼構造物事業

ボルトナット

生産設備
50 59

－

(－)
110

12

(－)

　（注）１．「機械装置、運搬具他」は、機械及び装置、車輌運搬具及び工具器具備品の合計であります。なお、金額には消

費税は含まれておりません。

２．※１　提出会社の若松事業所の建物及び構築物、土地は、日本鉄塔工業㈱及びＪＳＴブリッジ㈱へ賃貸してお

ります。

３．※２　提出会社の本社の帳簿価額には、賃貸中の土地 53百万円（64,299㎡）、建物 8,723百万円を含んでお

り、その主な賃貸先は興和不動産(株)、イオン(株)であります。

４．※３　ＪＳＴブリッジ㈱の各営業所の所在地は、仙台市青葉区、名古屋市中村区、大阪市北区、広島市中区、福

岡市中央区であり、事務所建物を賃借（年間賃借料17百万円）しております。

５．上記主要設備以外に寮、社宅等の厚生施設他があります。

６．従業員数の（　）は、外数で臨時従業員数であります。

７．リースによる主な賃借設備は、下記のとおりであります。

提出会社

事業所名

（所在地）

事業の種類別セグメントの名

称
設備の内容

年間リース料

（百万円）

若松事業所

（北九州市若松区）

（所有権移転外ファイナンス・リース取引）

不動産事業

鋼構造物事業

鉄塔橋梁生産設備 13

複合機他 3

本社

（東京都江東区）

（所有権移転外ファイナンス・リース取引）

不動産事業

全社
電話交換機他 1
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３【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

重要な設備の新設

会社名 所在地
事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容
投資予定金額

資金調達方法 取得予定年月総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

提出会社 東京都江東区 不動産事業 賃貸設備 700 432
 自己資金及び借

入金
平成21年５月 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 89,988,000

計 89,988,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成21年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成21年６月29日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,497,059 22,497,059
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数　

100株

計 22,497,059 22,497,059 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　なお、当事業年度末現在（平成21年３月31日）と提出日の前月末現在（平成21年５月31日）においては記載内

容に変更はありませんが、当社は、平成21年６月26日開催の第99回定時株主総会での承認に基づく「当社株式の

大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」の導入に伴い、以下の新株予約権の全てにつき平成21年６月26日

付で無償で取得の上、消却しており、本報告書提出日現在において新株予約権の残高はありません。 

平成18年６月29日定時株主総会決議

当社は、信託型ライツ・プラン導入のため、特に有利な条件で募集する募集新株予約権（第一回信託型ラ

イツ・プラン新株予約権）（以下、個々の新株予約権を個別にまたは総称して「本新株予約権」といいま

す。）について、信託の受託者としてのみずほ信託銀行株式会社（以下「信託銀行」といいます。）に対し

て、本新株予約権を無償で発行しております。

信託銀行は、本新株予約権を信託財産として、受益者のために管理しております。

将来買収者が出現した場合には、信託銀行は、一定の手続に従って確定される本新株予約権の交付を受け

るべき受益者に対して、法令等によって要求される所定の手続を経た上で、原則として、その保有する当社株

式の数に応じて本新株予約権を交付することになります。

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 44,994,000 44,994,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 44,994,000 44,994,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間

自　平成18年７月３日

至　平成21年６月30日

 （注）１

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の　

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1

1
同左

新株予約権の行使の条件  （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権の譲渡について

は、当社取締役会の承認を得

る必要があります。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．下記（注）３に基づき当社が本新株予約権を取得する場合、当該取得に係る本新株予約権については、当該取

得日の前日までとします。また、平成21年１月１日（木）以降同年６月30日（火）以前に権利発動事由（下記２

(i) に定義されます。以下同じ。）が発生した場合には、当該権利発動事由が発生した日から６ヶ月間が経過し

た日までとします。なお、行使期間の最終日が行使に際して払い込まれる金銭の払込取扱場所の休業日にあたる

ときは、その前営業日を最終日とします。
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 ２．新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。

 (i) 権利発動事由の発生

　　本新株予約権は、本新株予約権の割当日の前後を問わず、一ないし複数の者が、(ア) 特定大量保有者になった

ことを示す公表がなされた日から10日間が経過したとき、または、(イ) 特定大量買付者となる公開買付開始

公告を行った日から10日間が経過したとき（以下、上記(ア) に定める事由と併せて「権利発動事由」と総称

し、権利発動事由が発生した時点を「権利発動事由発生時点」といいます。）に限り、(i) 特定大量保有者、

(ii)特定大量保有者の共同保有者、(iii) 特定大量買付者、(iv)特定大量買付者の特別関係者、もしくは(v) 

上記(i) ないし(iv)に該当する者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲り受けもしくは

承継した者、または、(vi)上記(i) ないし(v) に該当する者の関連者（以下、上記(i) ないし(vi)に該当する

者を「非適格者」と総称します。）のいずれにも該当しない者のみが、これを行使することができます。なお、

当社取締役会は、本新株予約権細則に従い、当社の株券等の取得または保有をしても当社の企業価値・株主共

同の利益に反しない者を特定大量保有者や特定大量買付者に該当しないものと認めて権利発動事由が発生し

ないようにしたり、また、上記(ア) または(イ) の10日間という期間を延長することにより、権利発動事由発

生時点を延期することもできます。

(ii) 本新株予約権を行使できない場合（その1）

　本新株予約権は、ある者の買収に関し権利発動事由が生じた場合において、当該買収につき、次の各号に規定

する事由がいずれも存在しない場合や、いずれかの事由が存在する場合でも、本新株予約権を行使させること

が当該事由との関係で相当でない場合には、これを行使することができないものとされています。なお、これ

らの場合に該当するか否かは、本新株予約権細則に定められる手続に従い判断されます。

1) 以下に掲げる行為等により、当社の企業価値・株主共同の利益に対して明白な侵害をもたらすおそれがあ

ること

(a) 当社株式を買い占め、その株式につき当社に対して高値で買取りを要求する行為

(b) 当社を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等、当社の犠牲の下に買収者の利益

を実現する経営を行うような行為

(c) 当社の資産を買収者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為

(d) 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処分

利益をもって一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値で売

り抜ける行為

2) 当該買収に係る取引の仕組みが当該買収に応じることを当社の株主に強要するものであること

3) 当社株主もしくは当社取締役会が当該買収について十分な情報を取得できないこと、または、当社取締役

会がこれを取得した後、当該買収に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間が存しないこと

4) 当該買収の条件（対価の価額・種類、買収の時期、買収方法の適法性、買収実行の蓋然性、買収後における

当社の従業員、取引先その他の当社に係る利害関係者の処遇方針等を含みます。）が、当社の本源的価値に

鑑み不十分または不適切であること

5) 上記1)から4)までのほか、当該買収またはこれに係る取引が当社の企業価値・株主共同の利益（当社の従

業員、取引先その他の当社に係る利害関係者の利益も勘案されるものとします。）に反する重大なおそれ

があること

(iii) 本新株予約権を行使できない場合（その２）

　本新株予約権は、ある者による買収に関し権利発動事由が生じた場合において、当該買収につき以下の条件

が充足された場合には、これを行使することができないものとされています。なお、これらの場合に該当する

か否かは、本新株予約権細則に定められる手続に従い判断されます。

1) 当社取締役会が提示または賛同する当該買収とは別の代替案が存在し、

2) 当該代替案が当社の支配権の移転を伴う場合で、かつ、以下の4つの条件がすべて満たされる場合

(a)当該買収が当社が発行者である株券全てを現金により買付ける旨の公開買付けのみにより実施されて

いること

(b) 上記(ii)1)(a) ないし(d) に掲げる行為等により当社の企業価値・株主共同の利益に対して明白な

侵害をもたらすおそれがないこと

(c) 当該買収に係る取引の仕組みが当該買収に応じることを当社の株主に強要するものでないこと

(d) 当該買収またはこれに係る取引が当社の企業価値・株主共同の利益に反する重大なおそれがないこ

と
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(iv) 本新株予約権を行使できない場合（その３）

 　外国の適用法令上、本新株予約権を行使することにより所定の手続が必要とされる非居住者（以下「非居住

者」といいます。）は、原則として本新株予約権を行使することができません。ただし、かかる非居住者も、一

定の要件を満たすと当社取締役会が認める場合には本新株予約権を行使できることとされています。

　また、当社は、本(iv)により本新株予約権を行使できない非居住者が有する本新株予約権を取得し、かかる取

得と引換えに、本新株予約権１個につき１株の当社株式を交付することができます（詳細については下記カ

をご参照下さい。）。こうした取得の手続は非居住者が有する本新株予約権も対象とするため、かかる取得の

手続が行われれば、当該非居住者の保有する当社株式につき希釈化が生じることを回避することができるも

のとされています。

(v) 本新株予約権を行使できない場合（その４）

　信託銀行は、本信託の受託者としての地位に基づき本新株予約権を行使することができません。

 ３．当社による本新株予約権の取得については次のとおりであります。

 当社は、ある者の買収に関し権利発動事由が生じた場合において、上記注２(ii)または(iii) により本新株予

約権を行使することができないと当社取締役会が認めるときは、原則として、当社取締役会が別に定める日の到

来日をもって、本新株予約権を無償で取得しなければならないとされています。

また、当社は、権利発動事由発生時点までの間、いつでも、本新株予約権を取得することが適切であると当社取

締役会が認める場合には、当社取締役会が別に定める日の到来日をもって、全ての本新株予約権を無償で取得す

ることができるとされています。

さらに、当社は、ある者の買収に関し権利発動事由が生じた場合、上記注２(ii)または(iii) の規定により本

新株予約権を行使することができない場合を除き、当社取締役会が別に定める日の到来日をもって、非適格者ま

たは信託銀行以外の者（非居住者を含みます。）が有する本新株予約権のうち未行使のもの全てを取得し、これ

と引換えに、本新株予約権１個につき１株の当社株式を交付することができます。また、当社は、かかる取得を複

数回行うことができるものとします。

（３）【ライツプランの内容】

当事業年度末現在（平成21年３月31日）と提出日の前月末現在（平成21年５月31日）において、当社が信託型

ライツ・プランの導入に伴い発行した新株予約権は以下に記載のとおりですが、平成21年６月26日開催の定時株

主総会での承認に基づく「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」の導入に伴い、新株予約権

の全てにつき平成21年６月26日付で無償で取得の上、消却したため、有価証券報告書提出日現在において該当事

項はありません。

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者
買収者を含み、自己株式の保有者としての発行会社を除

く、全株主

新株予約権の数（個） 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の目的となる株式の種類 同上

新株予約権の目的となる株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）
同上 

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

取得条項に関する事項 同上

信託の設定の状況 同上

代用払込みに関する事項 －
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

平成13年４月１日

～

平成14年３月31日

△62,00022,497,059 － 2,315 － 2,565

　（注）　上記「発行済株式総数増減数」は全て利益による自己株式の消却による減少であります。

（５）【所有者別状況】

 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 12 4 44 8 1 931 1,000 － 

所有株式数

（単元）
－ 42,555 109 75,882 3,747 10 102,623224,9264,459

所有株式数の

割合（％）
－ 18.92 0.05 33.74 1.67 0.00 45.63 100 － 

　（注）　自己株式 5,196,246株は、「個人その他」に51,962単元及び「単元未満株式の状況」に46株を含めて記載してお

ります。

（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＪＳＴ株式会社 東京都江東区新砂１－６－27 5,196 23.10

有田　陽一 東京都港区 1,102 4.90

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町２－６－３ 1,030 4.58

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町２－２－３ 972 4.32

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 920 4.09

株式会社みずほコーポレート

銀行
東京都千代田区丸の内１－３－３ 920 4.09

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 920 4.09

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 730 3.24

ミナト実業株式会社 東京都港区高輪２－19－17 664 2.95

九州電力株式会社 福岡県福岡市中央区渡辺通２－１－82 585 2.60

計 － 13,040 57.97
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    5,196,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   17,296,400 172,964 －

単元未満株式 普通株式        4,459 － －

発行済株式総数 22,497,059 － －

総株主の議決権 － 172,964 －

 

②【自己株式等】

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ＪＳＴ株式会社
東京都江東区新砂

１－６－27
5,196,200－ 5,196,200 23.10

計 － 5,196,200－ 5,196,200 23.10

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第 155条第３号に該当する普通株式の取得及び、会社法第 155条第７号に該当する普通

株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年12月11日）での決議状況

（取得期間　平成20年12月12日～平成20年12月12日） 
1,200,000 384,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 1,112,000 355,840,000

残存決議株式の総数及び価値の総額 88,000 28,160,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 7.33 7.33

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 7.33 7.33

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 153 103,051

当期間における取得自己株式 － －

 （注）当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 5,196,246 － 5,196,246 －

 （注）当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、創立以来、株主の皆様への利益配分を重要項目の一つとして掲げ経営にあたっております。この方針のも

と、安定配当を基本にしつつ、業績も勘案して株主還元を実施してまいります。

当社は、年１回の期末配当による剰余金の配当を行うことを基本方針としており、この配当の決定機関は株主総

会及び取締役会であります。

　当期の配当につきましては、上記方針に基づき、１株につき８円の配当を実施いたしました。

　また、内部留保資金は新たな成長につながる生産設備、不動産投資や新規事業等への投資に向けてまいります。

 なお、当期に係る剰余金の配当は次のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たりの配当額

(円）

 平成21年６月26日

定時株主総会決議
138 8

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） 700 799 690 768 515

最低（円） 190 500 434 485 275

　（注）　上記の最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 420 360 400 350 320 332

最低（円） 320 300 275 301 300 299

　（注）　上記の最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(千株)

代表取締役　社

長
 有田　陽一 昭和23年８月16日生

昭和48年３月 東京大学工学部建築学科卒

 同 50年３月 同大学院工学系研究科建築学専門

課程修士課程修了

 同 50年４月 株式会社日本設計事務所入社

 同 52年６月 当社入社、取締役

 同 53年10月 取締役技術開発部長

 同 56年６月 取締役海外事業部長

 同 61年６月 常務取締役

平成元年６月 代表取締役副社長

 同 ３年６月 代表取締役社長(現)

 同 17年６月 株式会社日本鉄塔大森工場代表取

締役社長(現)

 同 18年４月 日本鉄塔工業株式会社代表取締役

社長(現)

(注)４ 1,102

専務取締役  石本　憲司 昭和29年２月19日生

昭和52年３月 大阪大学工学部溶接工学科卒

 同 54年３月 同大学院工学研究科溶接工学専攻

修士課程修了

 同 54年３月 当社入社

平成３年３月 九州工業大学大学院工学研究科物

質工学専攻博士後期課程修了

 同 ９年４月 若松工場管理部長

 同 12年４月 若松工場副工場長兼管理部長

 同 12年６月 取締役若松工場副工場長兼管理部

長

 同 13年６月 取締役若松工場長

 同 14年６月 取締役兼執行役員若松工場長

 同 14年12月 取締役兼執行役員鉄塔・鉄構カン

パニー長

 同 15年８月 株式会社日本鉄塔鉄構カンパニー

（現、日本鉄塔工業株式会社）代

表取締役社長

 同 17年９月 当社取締役兼常務執行役員鉄塔・

鉄構カンパニー長

 同 18年４月 日本鉄塔工業株式会社代表取締役

専務(現)

 同 18年４月 当社取締役

 同 19年６月 当社常務取締役

 同 20年６月 当社専務取締役(現)

 同 20年10月 ＪＳＴブリッジ株式会社取締役

 同 20年11月 ＪＳＴブリッジ株式会社代表取締

役社長（現） 

(注)４ 10
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(千株)

取締役

執行役員

経営管理部長

兼ＩＲ室長

平山　裕一 昭和31年７月23日生

昭和55年３月 山口大学経済学部卒

 同 55年３月 当社入社

平成12年７月 若松工場経理部長

 同 14年４月 経理部長

 同 14年６月 取締役兼執行役員経理部長

 同 17年３月 取締役兼執行役員経理部長兼ＩＲ

室長

 同 20年12月 ＪＳＴブリッジ株式会社取締役

(現)

 同 21年６月 取締役兼執行役員経営管理部長兼

ＩＲ室長（現）

(注)４ 18

取締役  野口　秀明 昭和21年２月26日生

昭和43年３月 熊本大学工学部電気工学科卒

 同 43年４月 九州電力株式会社入社

平成11年７月 同社業務管理部次長

平成12年７月 同社経営管理室経営管理グループ

長

 同 13年７月 同社唐津発電所長

 同 16年10月 当社入社　理事

 同 17年６月 執行役員鉄塔・鉄構カンパニー営

業担当

 同 18年４月 日本鉄塔工業株式会社常務取締役

(現)

 同 19年６月 当社取締役(現)

(注)４ 1

取締役
執行役員

総務部長
宝崎　浩司 昭和27年９月19日生

昭和52年３月 京都大学工学部精密工学科卒

 同 52年３月 当社入社

平成13年７月 若松工場総務部長

 同 14年10月 総務部長

 同 14年12月 総務部長兼監査室長

 同 15年10月 総務部長

 同 16年５月 総務部長兼コンプライアンス推進

室長

 同 16年６月 執行役員総務部長兼コンプライア

ンス推進室長

 同 17年６月 執行役員総務部長

 同 19年６月 取締役兼執行役員総務部長(現)

 同 20年12月 ＪＳＴブリッジ株式会社取締役

(現)

(注)４ 12

取締役
執行役員

財務部長
白土　秀一 昭和25年８月19日生

昭和48年３月 慶應義塾大学経済学部卒

 同 48年４月 ㈱富士銀行入行

平成３年７月 同行品川東口支店支店長

 同 ６年１月 同行審査第二部関西審査室審査役

 同 ８年５月 同行動坂支店支店長

 同 12年４月 同行検査部検査役

 同 12年10月 同行新宿新都心営業部詰参事役㈱

ジャパンデンタルローン出向

 同 14年７月 当社入社　顧問

 同 15年６月 執行役員企画室・資材部・開発事

業部・監査室担当

 同 16年６月 執行役員開発事業部担当

 同 17年６月 執行役員開発事業部・コンプライ

アンス室担当

 同 19年10月 執行役員開発事業部担当

 同 20年11月 執行役員開発事業部担当、財務・

資金担当

 同 21年６月 取締役兼執行役員財務部長(現)

(注)４ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(千株)

取締役  垂石　正志 昭和18年11月８日生

昭和37年３月 仙台商業高校商業科卒

 同 37年４月 株式会社富士銀行入行

 同 62年11月 同行府中支店支店長

平成10年９月 不動産調査サービス株式会社常務

取締役

 同 13年10月 みずほ不動産調査サービス株式会

社専務取締役

 同 17年８月 財団法人東京都新都市建設公社非

常勤監事(現)

 同 18年６月 当社取締役(現)

(注)４ －

取締役  福谷　尚久 昭和36年４月17日生

昭和60年３月 国際基督教大学教養学部社会科学

科卒

 同 62年３月 オハイオ州立大学大学院政治学修

士課程修了

 同 62年４月 株式会社三井銀行入行

平成10年３月 筑波大学大学院経営・政策科学研

究科法学修士課程修了

 同 11年７月 株式会社さくら銀行投資銀行ＤＣ

企画部米州代表

 同 13年４月 株式会社三井住友銀行投資銀行統

括部米州代表

 同 13年５月 コロンビア大学ビジネススクール

卒（ＭＢＡ）

 同 13年８月 大和証券ＳＭＢＣシンガポールリ

ミテッド　コーポレートファイナ

ンス・アジア太平洋統括

 同 17年３月 ＧＣＡ株式会社シニアディレク

ター

 同 18年６月 当社取締役（現）

 同 19年１月 ＧＣＡサヴィアン株式会社パート

ナー（現）

(注)４ －

常勤監査役  高橋　裕樹 昭和18年１月１日生

昭和41年３月 工学院大学建築科卒

 同 41年３月 当社入社

平成４年４月 資材部長

 同 ９年６月 取締役資材部長

 同 10年６月 取締役総務部長

 同 14年６月 常務執行役員総務部長

 同 15年６月 常勤監査役(現)

(注)５ 11

常勤監査役  関口　栄悟 昭和23年10月19日生

昭和47年３月 日本大学理工学部土木工学科卒

 同 47年４月 大豊建設㈱入社

平成10年12月 同社東京支店埼玉営業所営業所長

 同 13年12月 開発コンサルタント㈱営業部長

 同 16年12月 大豊建設㈱横浜支店支店長代理

 同 19年４月 同社東京支店建築営業部支店部次

長

 同 20年11月 同社建築営業部嘱託営業部長

 同 21年６月 当社常勤監査役（現）

(注)６ －

監査役  岩井　和雄 昭和７年11月３日生

昭和30年３月 大阪府立大学工業経営科卒

 同 30年４月 当社入社

 同 44年４月 砂町工場製造部管理課長

 同 57年４月 鉄塔営業部長

 同 58年７月 資材部長

平成元年６月 取締役資材部長

 同 ３年６月 常務取締役

 同 ７年６月 専務取締役

 同 ９年６月 取締役副社長

 同 13年６月 常勤監査役

 同 19年６月 監査役(現)

(注)７ 8
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(千株)

監査役  鎌田　整介 昭和15年８月11日生

昭和38年３月 千葉大学工学部建築学科卒

 同 38年４月 山下寿郎設計事務所入社

 同 42年９月 株式会社日本設計事務所（現、株

式会社日本設計）　入社

平成２年４月 同社建築設計部プロジェクト部長

 同 ６年10月 同社監理・コスト設計群監理部長

 同 ７年６月 当社監査役（現）

 同 ７年10月 株式会社日本設計　監理・コスト

設計群総轄部長兼監理部長

 同 ９年10月 社会福祉法人啓和会　理事（現）

 同 13年４月 同社監理・コスト設計群工務部専

任部長

 同 14年７月 株式会社日本設計管理　管理部統

括主監

 同 15年６月 寺岡ファシリティーズ株式会社　

顧問（現）

 同 20年３月 株式会社ＫＭ建築・デザイン代表

取締役（現）

(注)７ －

監査役  莇　晴彦 昭和32年５月27日生

昭和56年３月 早稲田大学政治経済学部政治学科

卒

 同 56年３月 株式会社レナウン入社

平成５年２月 レナウン労働組合常任執行委員

（専従）

 同 ９年２月 同組合副書記長

 同 13年10月 レナウングループ労働組合連合会

事務局長

 同 15年２月 レナウン労働組合副組合長

 同 17年６月 当社監査役（現）

 同 18年10月 レナウン労働組合組合長

(注)６ 39

    計  1,202

　（注）１．取締役垂石正志及び福谷尚久は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．常勤監査役関口栄悟、監査役鎌田整介及び莇晴彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．当社では、取締役会の意志決定に基づく業務執行を迅速・強化するため、執行役員制度を導入しております。

４．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間。

５．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

６．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

７．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

　当社の企業価値・株主共同の利益の向上を図るという基本方針を実施するために、経営環境の変化に迅速に対応

できる組織体制を構築し、必要な施策を即時実施することが、基本的な考えであります。

　当社では、取締役会を構成する８名の取締役のうち２名は独立性の高い社外取締役で構成されており、コーポレー

トガバナンスの体制強化を図っております。また、経営環境の変化に対応して最適な経営体制を機動的に構築する

ため、取締役の任期を１年といたしております。当社と社外取締役との取引等に関する利害関係はありません。ま

た、社外取締役は当社グループの出身ではありません。

　組織体制としては、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制及び明確な責任実施体制を構築するため、鉄塔事

業・橋梁事業を分社化し、従来のカンパニー制から、当社を核としたグループ経営体制へ移行いたしました。なお、

グループ経営の調整・協議機関として「グループ経営会議」を設置しております。

　当社は監査役制度を採用し、社外監査役３名を含む５名で監査役会を構成しております。定例取締役会及び必要に

応じて開催される臨時取締役会には監査役が出席し、取締役の業務執行を監視できる体制をとっております。当社

と社外監査役との取引等に関する利害関係はありません。また、社外監査役は当社グループの出身ではありません。

なお、当社は各社外取締役ならびに各社外監査役との間で、会社法第 427条第１項および定款の規定に基づき、会

社法 423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づき、社外取締役または社外

監査役としてその任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合、善意で重大な過失がないときは、損害賠償責

任の限度額は、金 100万円または会社法第 425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額となります。

当社は、コンプライアンスを徹底し、さまざまなリスクを管理しながら業務を適正かつ効率的に遂行するととも

に、財務報告の信頼性を確保するために、内部統制システムを構築・運用しております。なお、内部統制の基本方針

の策定、運用計画の審議・決定、内部統制活動の有効性の確認などを実施する部署として、内部統制委員会を設置し

ております。

内部監査・コンプライアンスの体制といたしましては、社内における部署として「監査室」(１名)を設置いたし

ております。監査室は監査役及び監査役会と連携し、年度監査計画に基づき当社・子会社への業務監査を通じて内

部統制機能の充実を図っております。

　ＩＲ体制につきましては、株主及び投資家重視の経営姿勢を明確にし有益な情報開示に取り組むため、「ＩＲ室」

を設置いたしております。また、会社情報を正確・適時・公平に開示するため、「ディスクロージャー委員会」を設

置し、重要情報の管理を行っております。

　顧問弁護士とは顧問契約に基づき、適時アドバイスを受けております。

　会計監査については監査法人青柳会計事務所と監査契約を締結し、期末に偏ることなく期中を通じて実施されて

おります。また、会計監査人は監査役へ監査結果の報告を行うなど、随時連携を図っております。なお、当年度におけ

る監査体制につきましては下記のとおりであります。

　業務を執行した公認会計士の氏名（継続監査年数）

代表社員 業務執行社員 井上　靖秀　 （２年）

 業務執行社員 武藤　紀夫 （１年）

　会計監査業務に係る補助者の構成

　　　会計士補　１名

(2) 役員報酬

　当年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

EDINET提出書類

ＪＳＴ株式会社(E01357)

有価証券報告書

33/95



役員報酬 取締役に対する報酬 74百万円 （うち、社外取締役　７百万円）

 監査役に対する報酬 15　〃 （うち、社外監査役　７百万円）

(3) 定款規定の内容

①取締役の定数及び選任の決議要件

当社の取締役は８名以内とし、選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に規定しております。また、選任決議は累積投

票によらない旨も定款に規定しております。

②取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第 426条第１項の規定により、

取締役会の決議をもって同法第 423条第１項の行為に関する取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役

（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除することができる旨を定款に規定しておりま

す。

③剰余金の配当等の決定機関

当社は、機動的な資本政策及び配当政策を図るため、剰余金の配当等会社法第 459条第１項各号に定める事

項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議のほか、取締役会の決議により定める旨を

定款に規定しております。

④株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第 309条第２項に定める決議は、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款

に規定しております。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 － － 17 －

連結子会社 － － 1 －

計 － － 18 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第98期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

99期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第 193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務諸表並びに第98期事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び第99期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31

日まで）の財務諸表について、監査法人青柳会計事務所により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 3,378

※1
 4,177

受取手形及び売掛金 1,996 3,616

有価証券 302 －

たな卸資産 6,688 －

原材料 － 318

仕掛品 － 9,234

貯蔵品 － 87

繰延税金資産 1,039 1,133

その他 85 242

貸倒引当金 △13 △17

流動資産合計 13,478 18,791

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 28,679

※2
 28,703

減価償却累計額 △17,480 △18,297

建物及び構築物（純額） 11,199 10,405

機械、運搬具及び工具器具備品 6,413 6,496

減価償却累計額 △5,641 △5,834

機械、運搬具及び工具器具備品（純
額）

771 662

土地 ※2
 4,936

※2
 4,936

建設仮勘定 0 432

有形固定資産合計 16,908 16,437

無形固定資産 27 26

投資その他の資産

投資有価証券 4,097 3,196

繰延税金資産 28 3

その他 307 207

貸倒引当金 △69 △21

投資その他の資産合計 4,362 3,386

固定資産合計 21,298 19,850

資産合計 34,776 38,641
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,079 5,068

短期借入金 2,583 2,787

1年内償還予定の社債 160 －

未払法人税等 532 189

前受金 3,452 4,763

賞与引当金 174 109

工事損失引当金 1,583 2,880

損害補償損失引当金 338 27

設備関係支払手形 659 －

その他 462 449

流動負債合計 13,025 16,274

固定負債

長期借入金 2,722 4,974

繰延税金負債 897 783

退職給付引当金 224 213

役員退職慰労引当金 141 154

長期預り敷金 2,091 2,089

固定負債合計 6,077 8,216

負債合計 19,102 24,491

純資産の部

株主資本

資本金 2,315 2,315

資本剰余金 2,565 2,565

利益剰余金 11,905 11,165

自己株式 △2,290 △2,646

株主資本合計 14,495 13,399

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,177 750

評価・換算差額等合計 1,177 750

純資産合計 15,673 14,150

負債純資産合計 34,776 38,641
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 15,271 18,681

売上原価 12,889 16,920

売上総利益 2,381 1,760

販売費及び一般管理費 ※1
 1,593

※1
 1,530

営業利益 787 230

営業外収益

受取利息 25 9

受取配当金 120 121

その他 68 50

営業外収益合計 215 182

営業外費用

支払利息 71 96

為替差損 40 33

シンジケートローン手数料 21 39

その他 9 4

営業外費用合計 142 174

経常利益 860 238

特別利益

固定資産売却益 ※2
 1

※2
 6

投資有価証券売却益 43 53

子会社清算益 2 －

貸倒引当金戻入額 3 4

特別利益合計 50 64

特別損失

固定資産処分損 ※3
 198

※3
 41

投資有価証券評価損 136 132

会員権評価損 54 1

損害賠償金 － 186

特別損失合計 390 361

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

521 △58

法人税、住民税及び事業税 666 389

法人税等調整額 △412 107

法人税等合計 254 497

当期純利益又は当期純損失（△） 266 △556
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,315 2,315

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,315 2,315

資本剰余金

前期末残高 2,565 2,565

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,565 2,565

利益剰余金

前期末残高 11,822 11,905

当期変動額

剰余金の配当 △184 △184

当期純利益又は当期純損失（△） 266 △556

当期変動額合計 82 △740

当期末残高 11,905 11,165

自己株式

前期末残高 △2,290 △2,290

当期変動額

自己株式の取得 △0 △355

当期変動額合計 △0 △355

当期末残高 △2,290 △2,646

株主資本合計

前期末残高 14,413 14,495

当期変動額

剰余金の配当 △184 △184

当期純利益又は当期純損失（△） 266 △556

自己株式の取得 △0 △355

当期変動額合計 82 △1,096

当期末残高 14,495 13,399

EDINET提出書類

ＪＳＴ株式会社(E01357)

有価証券報告書

39/95



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 2,303 1,177

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,125 △427

当期変動額合計 △1,125 △427

当期末残高 1,177 750

評価・換算差額等合計

前期末残高 2,303 1,177

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,125 △427

当期変動額合計 △1,125 △427

当期末残高 1,177 750

純資産合計

前期末残高 16,716 15,673

当期変動額

剰余金の配当 △184 △184

当期純利益又は当期純損失（△） 266 △556

自己株式の取得 △0 △355

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,125 △427

当期変動額合計 △1,043 △1,523

当期末残高 15,673 14,150
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

521 △58

減価償却費 1,121 1,066

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 △44

賞与引当金の増減額（△は減少） △9 △64

工事損失引当金の増減額（△は減少） 1,183 1,297

損害補償損失引当金の増減額（△は減少） △99 △311

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5 △10

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12 12

受取利息及び受取配当金 △146 △131

支払利息 71 96

為替差損益（△は益） 73 △45

固定資産処分損益（△は益） 197 35

投資有価証券売却損益（△は益） △43 △53

投資有価証券評価損益（△は益） 136 132

会員権評価損 54 1

売上債権の増減額（△は増加） 737 △1,620

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,490 △2,952

仕入債務の増減額（△は減少） 877 1,988

前受金の増減額（△は減少） △429 1,311

その他 △452 △43

小計 2,306 605

利息及び配当金の受取額 146 131

利息の支払額 △70 △97

法人税等の支払額 △401 △763

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,980 △122

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,710 △1,256

有形固定資産の売却による収入 1 0

有形固定資産の除却による支出 △100 △32

投資有価証券の取得による支出 △174 －

投資有価証券の売却による収入 345 66

貸付けによる支出 △3 －

貸付金の回収による収入 0 0

その他 △7 11

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,648 △1,209
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 100 －

短期借入金の返済による支出 △20 －

長期借入れによる収入 2,000 3,350

長期借入金の返済による支出 △488 △894

社債の償還による支出 △320 △160

自己株式の取得による支出 △0 △355

長期預り敷金の受入による収入 65 －

長期預り敷金の返還による支出 △2,334 －

配当金の支払額 △184 △184

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,180 1,755

現金及び現金同等物に係る換算差額 △91 72

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △940 495

現金及び現金同等物の期首残高 4,621 3,681

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 3,681

※
 4,177
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 　連結子会社は、日本鉄塔工業㈱、ＪＳＴブ

リッジ㈱、㈱日本鉄塔大森工場の３社であ

ります。

　なお、当社は平成19年10月１日をもって

橋梁事業に関する営業を分割し、それに先

立って平成19年４月３日に設立した当社

の100 ％子会社であるＪＳＴ鉄構事業分

割準備㈱に統合し、同日をもって、ＪＳＴ

鉄構事業分割準備㈱は「ＪＳＴブリッジ

㈱」に商号を変更いたしました。　

  非連結子会社は、㈱ゼーシー二十一、㈲

ニットウテックの２社であり、その総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等がいずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結の範囲に含め

ておりません。なお、㈱ゼーシー二十一及

び㈲ニットウテックは、平成19年９月30日

開催の同２社の臨時株主総会で解散を決

議し、当連結会計年度中にそれぞれ清算結

了いたしました。 

　連結子会社は、日本鉄塔工業㈱、ＪＳＴブ

リッジ㈱、㈱日本鉄塔大森工場の３社であ

り、子会社はすべて連結しております。

　 

２．持分法の適用に関する事

項

　非連結子会社㈱ゼーシー二十一及び㈲

ニットウテックはそれぞれ連結純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外しております。

　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の事業年度末日と連結決算日

は一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの：

　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの：

同左

 時価のないもの：

　移動平均法に基づく原価法

時価のないもの：

同左

 ②　デリバティブ

時価法

────────
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ③　たな卸資産

原材料：

　移動平均法に基づく低価法

②　たな卸資産

原材料：

　移動平均法に基づく原価法（貸借

対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）

 貯蔵品：

　移動平均法に基づく原価法

貯蔵品：

　移動平均法に基づく原価法（貸借

対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）

 仕掛品：

　個別法に基づく原価法

仕掛品：

　個別法に基づく原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

  

 

 

（会計方針の変更）

当連結会計年度より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用しております。

これによる影響はありません 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産：

　定率法、ただし平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備は

除く）については定額法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産：

　（リース物件を除く） 

　定率法、ただし平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備は

除く）については定額法

 （会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法改

正に伴い、当連結会計年度より、平成

19年４月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更してお

ります。

なお、この変更による影響は軽微で

あります。

 

 

 

 （追加情報）

当社及び連結子会社は、法人税法改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取

得した有形固定資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上して

おります。

なお、この変更による影響は軽微で

あります。

（追加情報）

当社及び連結子会社は、減価償却資

産の耐用年数等に関する平成20年度

法人税法の改正を契機として、機械装

置の耐用年数について見直しを行い、

当連結会計年度より耐用年数を変更

しております。

なお、この変更による影響は軽微で

あります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ②　無形固定資産：

　定額法

②　無形固定資産：

　（リース物件を除く） 

　定額法

 ────────

 

③　リース資産：

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法

　なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によってお

ります。

 ③　長期前払費用：

　均等償却

　なお、耐用年数、残存価額、償却期間

については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。

 

④　長期前払費用：

同左

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

 

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員に対する賞与金支給に充てる

ため、支給見込額を計上しておりま

す。

②　賞与引当金

同左

 ③　工事損失引当金

当連結会計年度末における手持ち

工事のうち、翌期以降の損失発生が確

実であり、かつ、損失額を合理的に見

積もることが可能な工事について、そ

の損失見込額を計上しております。

③　工事損失引当金

同左

 ④　損害補償損失引当金

当連結会計年度末において発生可

能性が高く、かつ、金額を合理的に見

積もることが可能な案件について、そ

の損失見込額を計上しております。な

お、当連結会計年度の当該引当金は、

独占禁止法違反に伴い発生する違約

金等に備え引き当てております。

④　損害補償損失引当金

当連結会計年度末において発生可

能性が高く、かつ、金額を合理的に見

積もることが可能な案件について、そ

の損失見込額を計上しております。な

お、当連結会計年度の当該引当金は、

独占禁止法違反に伴い発生する損害

賠償金等に備え引き当てております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ⑤　退職給付引当金

当社及び連結子会社ＪＳＴブリッ

ジ㈱は、従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生してい

る額を計上しております。

　なお、過去勤務債務及び数理計算上

の差異については、発生年度に全額を

費用処理しております。

⑤　退職給付引当金

同左

　

 連結子会社㈱日本鉄塔大森工場は、

従業員の退職給付に備えるため、自己

都合退職による期末要支給額の

 100％に相当する額を計上しており

ます。

　

 ⑥　役員退職慰労引当金

　当社及び連結子会社(株)日本鉄塔大

森工場は、役員に対する退職慰労金支

給に充てるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

⑥　役員退職慰労引当金

同左

 (4) 完成工事高の計上基準

　当社及び連結子会社ＪＳＴブリッジ㈱

の売上高のうち請負工事における完成

工事高の計上は、原則として工事完成基

準を採用しておりますが、工期１年以

上、請負金額３億円以上、かつ、出来高進

捗率50％以上の工事（ただし、平成19年

４月１日以降に受注した工事から適

用）については、工事進行基準を適用し

ております。

なお、工事進行基準によった完成工事

高は、当連結会計年度においては該当工

事がないためありません。

(4) 完成工事高の計上基準

　連結子会社ＪＳＴブリッジ㈱の売上高

のうち請負工事における完成工事高の

計上は、原則として工事完成基準を採用

しておりますが、工期１年以上、請負金

額３億円以上、かつ、出来高進捗率50％

以上の工事（ただし、平成19年４月１日

以降に受注した工事から適用）につい

ては、工事進行基準を適用しておりま

す。

なお、工事進行基準によった完成工事

高は、3,004百万円であります。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

────────

項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　ヘッジ会計の要件を満たす金利ス

ワップについては、特例処理を採用し

ております。

────────

 

 ②　ヘッジの手段とヘッジの対象

ヘッジ手段：

　金利スワップ取引

 

 

 

 ヘッジ対象：

　借入金
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ③　ヘッジ方針等

　当社グループ（当社及び連結子会

社）は、借入金のうち当社グループに

金利変動等のリスクが帰属する場合

は、そのリスクヘッジのため、金利ス

ワップ取引を行うものとしておりま

す。

 

 

 (7) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

①　消費税の会計処理

　消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

(5) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

①　消費税の会計処理

同左

 ②　連結納税制度の適用 

当連結会計年度から連結納税制度

を適用しております。 

②　連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。

 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれんの償却については、５年間の定額

法により償却を行っております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資であります。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（請負工事における完成工事高の計上基準の変更） 

当社では、売上高のうち請負工事の完成工事高について

は従来、全ての工事について工事完成基準を採用しており

ましたが、工事の進捗度合に応じて売上高・工事損益を計

上することで、期間損益を経営成績により適正に反映させ

るため、当連結会計年度より、工期１年以上、請負金額３億

円以上、かつ、出来高進捗率50％以上の工事（ただし、平成

19年４月１日以降に受注した工事から適用）については、

工事進行基準を適用することに変更いたしました。また、当

社が平成19年９月30日までに契約を締結した請負工事につ

いては、平成19年10月１日の橋梁事業の分社化に伴い連結

子会社ＪＳＴブリッジ㈱が承継しておりますので、同社に

おいても変更後の計上基準を適用しております。

なお、当連結会計年度においては、該当工事がないため、

この変更による影響はありません。

 

──────────

 

 

──────────

 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引

に係る会計処理によっております。なお、リース取引開始日

が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理を適用しております。

なお、この変更による影響は軽微であります。

 

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

──────────

 

（連結貸借対照表）

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）が適用になることに伴い、前連結会計年度におい

て連結貸借対照表の流動資産の「たな卸資産」として掲記

されていたものは、当連結会計年度より「原材料」、「仕掛

品」、「貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会

計年度の「たな卸資産」に含まれる「原材料」、「仕掛

品」、「貯蔵品」は、それぞれ、272百万円、6,306百万円、109

百万円であります。 
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成21年３月31日現在）

１．※１　現金及び預金は、全額預金であります。

 

２．※２のうち、下記のものはそれぞれ短期借入金

　　1,715百万円、長期借入金40百万円の担保に供しておりま

す。

１．※１　現金及び預金は、全額預金であります。 

 

２．※２のうち、下記のものは短期借入金 1,715百万円の

担保に供しております。

建物 6,124百万円

土地 33  〃 

計    6,157  〃 

建物       5,760百万円

土地 33　〃 

計      5,793  〃 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。

１．※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。

役員報酬 158百万円

給与及び手当 493  〃 

賞与引当金繰入額 60  〃 

退職給付費用 41  〃 

役員退職慰労引当金繰入額 12  〃 

減価償却費 60  〃 

役員報酬 156百万円

給与及び手当  537  〃 

賞与引当金繰入額  29  〃 

退職給付費用  24  〃 

役員退職慰労引当金繰入額   12  〃 

貸倒引当金繰入額 4  〃 

減価償却費 58  〃 

２．販売費及び一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費は、次のとおりであります。

２．販売費及び一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費は、次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 16百万円

当期製造費用 6  〃 

計 23  〃 

販売費及び一般管理費  30百万円

当期製造費用 2  〃 

計 32  〃 

３．※２　固定資産売却益の内訳 ３．※２　固定資産売却益の内訳

その他投資等 1百万円 機械、運搬具及び工具器具備品等 6百万円

４．※３　固定資産処分損の内訳 ４．※３　固定資産処分損の内訳

(1) 建物 188百万円

(2) その他 10  〃 

計 198  〃 

(1) 建物  2百万円

(2) その他 38  〃 

計 41  〃 
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 22,497 － － 22,497

合計 22,497 － － 22,497

自己株式     

普通株式 4,083 0 － 4,084

合計 4,083 0 － 4,084

（注）　自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

平成18年６月29日決議

第一回信託型ライツ・プラン

新株予約権

普通株式 44,994 － － 44,994 －

合計 44,994 － － 44,994 －

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 184 10 平成19年３月31日平成19年６月29日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
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（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 184 利益剰余金 10平成20年３月31日平成20年６月30日

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 22,497 － － 22,497

合計 22,497 － － 22,497

自己株式     

普通株式 4,084 1,112 － 5,196

合計 4,084 1,112 － 5,196

（注）　自己株式の増加は、取締役会決議による自己株式の取得に伴う増加 1,112 千株、単元未満株式の買取りによる増

加 ０ 千株であります。

２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

平成18年６月29日決議

第一回信託型ライツ・プラン

新株予約権

普通株式 44,994 － － 44,994 －

合計 44,994 － － 44,994 －

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 184 10 平成20年３月31日平成20年６月30日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 138 利益剰余金 8 平成21年３月31日平成21年６月29日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(1) ※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲載されている科目の金額との関係

(1) ※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲載されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

預金勘定  3,378百万円

有価証券勘定 302  〃 

現金及び現金同等物 3,681  〃 

（平成21年３月31日現在）

預金勘定       4,177百万円

現金及び現金同等物       4,177  〃 
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引に係る注記

ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　　　当社管理部門における車両運搬具であります。

　②　リース資産の減価償却の方法

　　連結財務諸表作成の為の基本となる重要な事項「４．

会計処理基準に関する事項　(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっており、その内容は次のとおりであ

ります。

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械、運搬具及び
工具器具備品

297 273 23

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械、運搬具及び
工具器具備品

21 17 4

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、連結

財務諸表規則第15条の３で準用する財務諸表等規則第８

条の６第２項の規定に基づき、「支払利子込み法」によ

り算定しております。

同左

２．未経過リース料期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 19百万円

１年超 4　〃

計 23　〃

１年以内      2百万円

１年超     1  〃

計      4  〃

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、連結財務諸表規則第15条の３で準用する財務

諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、「支払利

子込み法」により、算定しております。

同左

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

支払リース料 39百万円

減価償却費相当額    39  〃

支払リース料       19百万円

減価償却費相当額        19  〃

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの
      

①　株式 1,373 3,399 2,025 1,373 2,667 1,293

②　債券       

国債・地方債等 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

小計 1,373 3,399 2,025 1,373 2,667 1,293

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの
      

①　株式 532 499 △33 403 369 △33

②　債券       

国債・地方債等 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

小計 532 499 △33 403 369 △33

合計 1,906 3,898 1,992 1,776 3,036 1,259

　（注）　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％から50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行っております。

２．前連結会計年度中及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

345 43 － 66 54 0

３．時価評価されていない有価証券

その他有価証券

内容
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）
連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

①　非上場株式 199 160

②　その他（Ｍ・Ｍ・Ｆ） 302 －

合計 501 160

４．その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

区分
前連結会計年度（平成20年３月31日）

１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

①　債券     

国債・地方債等 － － － －

社債 － － － －

その他 － － － －

②　その他 302 － － －

合計 302 － － －
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

　当社グループのデリバティブ取引は、事業に関連して発生する可能性のある財務リスク等をコントロールす

ることが目的であり、投機を目的としたデリバティブ取引は行っておりません。

　この方針に基づき、当社は、銀行借入金の一部の利息支払について、将来の金利市場における利率上昇による

変動リスクを回避するため、金利スワップ取引を行っております。

　当該デリバティブ取引はリスク・ヘッジが目的であるため、新たな市場金利変動によるリスクはありません。

また、取引の契約先は、信用度の高い国内の銀行であり相手先の契約不履行等の信用リスクはほとんどないと

判断しております。

　また、当社グループの連結子会社日本鉄塔工業㈱は、亜鉛の価格変動リスクを一部軽減するため、亜鉛に関す

る商品デリバティブ取引を行っております。

当該デリバティブ取引は、市場価格変動リスク及び為替レート変動リスクを有しておりますが、実需の範囲

内で実施したヘッジ目的の取引であり、市場及び為替リスクを相殺しております。また、取引の契約先は、信用

度の高い金融機関であり相手先の契約不履行等の信用リスクはほとんどないと判断しております。

　デリバティブ取引は、社内規程に基づき、一取引ごとに稟議決裁を受けた上で、担当部門が実行及び管理を

行っております。また、取引結果は定期的に担当役員に報告されております。

２．取引の時価等に関する事項

区分 種類
当連結会計年度（平成20年３月31日）

契約額等
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引 亜鉛に関する商品デリバティブ取引 39 △4 △4

（注）１．ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いております。

２．契約額等の金額は、連結子会社日本鉄塔工業㈱の想定支払総額であります。

３．時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

　当社グループのデリバティブ取引は、事業に関連して発生する可能性のある財務リスク等をコントロールす

ることが目的であり、投機を目的としたデリバティブ取引は行っておりません。

　この方針に基づき、当社は、銀行借入金の一部の利息支払について、将来の金利市場における利率上昇による

変動リスクを回避するため、金利スワップ取引を行っております。

　当該デリバティブ取引はリスク・ヘッジが目的であるため、新たな市場金利変動によるリスクはありません。

また、取引の契約先は、信用度の高い国内の銀行であり相手先の契約不履行等の信用リスクはほとんどないと

判断しております。

　また、当社グループの連結子会社日本鉄塔工業㈱は、亜鉛の価格変動リスクを一部軽減するため、亜鉛に関す

る商品デリバティブ取引を行いました。

当該デリバティブ取引は、市場価格変動リスク及び為替レート変動リスクを有しておりますが、実需の範囲

内で実施したヘッジ目的の取引であり、市場及び為替リスクを相殺しております。また、取引の契約先は、信用

度の高い金融機関であり相手先の契約不履行等の信用リスクはほとんどないと判断しております。

　デリバティブ取引は、社内規程に基づき、一取引ごとに稟議決裁を受けた上で、担当部門が実行及び管理を

行っております。また、取引結果は定期的に担当役員に報告されております。

２．取引の時価等に関する事項

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は確定給付型の制度として、それぞれ下記制度を採用しております。

（当社及び連結子会社ＪＳＴブリッジ㈱）

確定給付年金制度…従業員が退職した場合の支給退職金の75％について、確定給付年金制度を採用してお

ります。なお、平成21年３月に適格退職年金制度を終了し確定給付年金制度へ移行い

たしました。

退職一時金制度……退職金規定に基づく退職一時金制度を採用しております。

（連結子会社　(株)日本鉄塔大森工場）

退職一時金制度……退職金規定に基づく退職一時金制度を採用しております。

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成21年３月31日現在）

イ．退職給付債務 △885百万円        △822百万円

ロ．年金資産 726  〃　       636  〃

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 　△159  〃 　      △185  〃

ニ．未認識数理計算上の差異 － 〃 －  〃

ホ．未認識過去勤務債務 　 － 〃 　－  〃

ヘ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △159 〃       △185  〃

ト．前払年金費用 64 〃      28  〃

チ．退職給付引当金（ヘ－ト） △224 〃       △213  〃

　 （注）　連結子会社㈱日本鉄塔大森工場は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。
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３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

イ．勤務費用             59百万円               60百万円

ロ．利息費用 16  〃    17  〃

ハ．期待運用収益 △2  〃    △2  〃

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 7  〃    △1  〃

ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 80  〃     73  〃

　 （注）　簡便法を採用している連結子会社(株)日本鉄塔大森工場の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しており

ます。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　当社及び連結子会社ＪＳＴブリッジ㈱の退職給付債務等の計算の基礎は下記のとおりであります。

　連結子会社(株)日本鉄塔大森工場は、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法を

採用しております。

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成21年３月31日現在）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 ポイント基準 同左

ロ．割引率 2.0％ 2.0％

ハ．期待運用収益率 0.4％ 0.4％

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 発生年度に全額費用処理 同左

ホ．数理計算上の差異の処理年数 発生年度に全額費用処理 同左

EDINET提出書類

ＪＳＴ株式会社(E01357)

有価証券報告書

58/95



（税効果会計関係）

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳

繰延税金資産   

賞与引当金 72百万円

工事損失引当金 659 〃

退職給付引当金 91 〃

役員退職慰労引当金 58 〃

投資有価証券評価損 383  〃

繰越欠損金 2  〃

その他 677　〃

繰延税金資産小計 1,946 〃

評価性引当額 △401  〃

繰延税金資産合計 1,544 〃

   

繰延税金負債   

圧縮積立金 △504百万円

その他有価証券評価差額金 △819 〃

その他 △50 〃

繰延税金負債合計 △1,374 〃

   

繰延税金資産の純額 170 〃

繰延税金資産   

賞与引当金 45百万円

工事損失引当金 1,200  〃

退職給付引当金 88　〃

役員退職慰労引当金 62　〃

投資有価証券評価損 251　〃

繰越欠損金 136　〃

その他 615　〃

繰延税金資産小計 2,400　   〃

評価性引当額 　△934  〃

繰延税金資産合計 　1,465  〃

   

繰延税金負債   

圧縮積立金 △501百万円

その他有価証券評価差額金 △522 〃

その他 △88 〃

繰延税金負債合計 △1,113 〃

   

繰延税金資産の純額 352 〃

　（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

　（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

流動資産　－　繰延税金資産 1,039百万円

固定資産　－　繰延税金資産 28 〃

流動負債　－　繰延税金負債 － 〃

固定負債　－　繰延税金負債 △897 〃

流動資産　－　繰延税金資産 1,133百万円

固定資産　－　繰延税金資産 3 〃

流動負債　－　繰延税金負債 － 〃

固定負債　－　繰延税金負債 △783 〃

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.38％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.03％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△2.90〃

住民税均等割 3.44〃

評価性引当額の見直しによる繰延税金資

産の取崩し
7.88〃

その他 △2.01〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.81〃

 

　当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上してい

るため該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

  前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当社は、平成19年10月１日を効力発生日として、当社の橋梁事業に関する営業を会社分割し、それに先立って平

成19年４月３日に設立した当社の 100％出資子会社であるＪＳＴ鉄構事業分割準備株式会社に承継させました。

　分割の詳細は次のとおりであります。 

１．分割の概要

(1) 会社分割の目的

当社の橋梁事業を当社の 100％出資子会社であるＪＳＴ鉄構事業分割準備株式会社に統合することに

より、事業の自主性・機動性の向上を図ると共に経営責任を明確化し、コスト競争力の強化を目的とい

たします。

(2) 分割した事業の内容

当社の鋼構造物事業における橋梁事業。

(3) 分割の形態

当社を分割会社とし、ＪＳＴ鉄構事業分割準備株式会社を承継会社とする分社型吸収分割。

(4) その他

平成19年10月１日付で、ＪＳＴ鉄構事業分割準備株式会社は「ＪＳＴブリッジ株式会社」に商号を変更

いたしました。  

２．実施した会計処理の概要

上記分割は、共通支配下の取引に該当いたします。従って、当該会計処理が連結財務諸表に与える影響はご

ざいません。

  当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
鋼構造物事業
（百万円）

不動産事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 12,381 2,890 15,271 － 15,271

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ 102 102 (102) －

計 12,381 2,992 15,373 (102) 15,271

営業費用 12,437 1,597 14,035 448 14,483

営業利益又は営業損失(△) △56 1,395 1,338 (550) 787

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出      

資産 12,180 15,601 27,781 6,994 34,776

減価償却費 281 830 1,112 9 1,121

資本的支出 219 2,175 2,395 － 2,395

　（注）１．事業区分の方法

日本標準産業分類及び当社グループが採用しております売上計上区分等を勘案して区分しております。

２．各事業区分に属する主要な内容

鋼構造物事業：鉄塔及び橋梁等の設計・製作・建設その他関連する事業

不動産事業：不動産の開発及び賃貸に関する事業

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 550百万円であり、その主なも

のは、親会社の本社総務部門等管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 6,994百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金（預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産であり

ます。
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当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
鋼構造物事業
（百万円）

不動産事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 16,030 2,650 18,681 － 18,681

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ 162 162 (162) －

計 16,030 2,812 18,843 (162) 18,681

営業費用 16,542 1,536 18,079 371 18,450

営業利益又は営業損失(△) △512 1,275 763 (533) 230

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出      

資産 17,931 15,213 33,144 5,497 38,641

減価償却費 231 827 1,058 7 1,066

資本的支出 134 11 146 13 160

　（注）１．事業区分の方法

日本標準産業分類及び当社グループが採用しております売上計上区分等を勘案して区分しております。

２．各事業区分に属する主要な内容

鋼構造物事業：鉄塔及び橋梁等の設計・製作・建設その他関連する事業

不動産事業：不動産の開発及び賃貸に関する事業

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 533百万円であり、その主なも

のは、親会社の本社総務部門等管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 5,497百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金（預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載を省略いたしました。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載を省略いたしました。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。　

　（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17　　　

日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月

17日）を適用しております。 

 

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額       851円23銭

１株当たり当期純利益金額   14円49銭

１株当たり純資産額          817円91銭

１株当たり当期純損失金額     30円82銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
266 △556

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（百万円）
266 △556

期中平均株式数（株） 18,413,038 18,042,204

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式の概要

新株予約権

（新株予約権の数44,994,000個）

なお、概要は「第４　提出会社の状

況、１　株式等の状況、(2) 新株予約

権等の状況」に記載のとおりであ

ります。

同左

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。 
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率(％) 担保 償還期限

ＪＳＴ(株)
第３回無担保

普通社債

平成15年

８月29日

55

(55)

－

(－)
0.68(銀行保証)

平成20年

８月29日

ＪＳＴ(株)
第４回無担保

普通社債

平成15年

９月16日

105

(105)

－

(－)
0.66(銀行保証)

平成20年

９月16日

合計 － －
160

(160)

－

(－)
－ － －

　（注）１.（　）内書は、1年以内の償還予定額です。

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,735 1,735 1.50 －

１年以内に返済予定の長期借入金 848 1,052 1.66 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 0 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,722 4,974 1.37平成22年～26年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － 0 － －

その他有利子負債 －     － －

合計 5,305 7,761 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 3,552 902 460 60

リース債務 0 0 0 0
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（２）【その他】

①当連結会計年度における四半期情報

 

 第１四半期

自平成20年４月１日

至平成20年６月30日

 第２四半期

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

 第３四半期

自平成20年10月１日

至平成20年12月31日

 第４四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

売上高（百万円） 2,860 3,176 4,335 8,308 

税金等調整前四半期純利益金額又は

税金等調整前四半期純損失金額

（△）

（百万円）

341 △271 149 △278 

四半期純利益金額又は四半期純損失

金額（△）

（百万円）

175 △124 △308 △298 

１株当たり四半期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△）

（百万円）

9.55 △6.78 △17.09 △17.27 

②決算日後の状況

　特記事項はありません。

③訴訟

　連結子会社ＪＳＴブリッジ㈱は、平成20年６月に東日本高速道路㈱、中日本高速道路㈱、西日本高速道路㈱及び

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構から、旧日本道路公団が発注した鋼橋上部工工事の入札談合に係

る損害賠償の請求を受けました。当社及び連結子会社ＪＳＴブリッジ㈱は、請求に応ずる可否を慎重に検討し、当

時当社が受注した案件に係る損害賠償請求について連結子会社ＪＳＴブリッジ㈱が全額を支払いました。しかし

ながら、平成20年12月に独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構は、当社及び連結子会社ＪＳＴブリッジ

㈱に対して、当社と共同企業体を構成していた事業会社が工期途中で民事再生適用会社となったことにより未払

になった部分について、連帯債務として損害賠償を求める訴訟を東京高等裁判所に提訴しました。

　本件につきましては、現在、東京高等裁判所において係属中であります。 
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 1,505

※1
 1,124

売掛金 6 0

有価証券 302 －

前払費用 0 1

繰延税金資産 149 110

短期貸付金 ※4
 200

※4
 900

未収入金 ※4
 2,561

※4
 3,734

仮払金 10 30

貸倒引当金 △16 △24

流動資産合計 4,718 5,877

固定資産

有形固定資産

建物 ※2
 27,158

※2
 27,162

減価償却累計額 △16,338 △17,116

建物（純額） 10,820 10,046

構築物 1,406 1,406

減価償却累計額 △1,054 △1,090

構築物（純額） 352 316

機械及び装置 44 44

減価償却累計額 △35 △37

機械及び装置（純額） 8 6

車両運搬具 11 13

減価償却累計額 △10 △6

車両運搬具（純額） 1 6

工具、器具及び備品 412 421

減価償却累計額 △367 △378

工具、器具及び備品（純額） 44 42

土地 ※3
 5,128

※3
 5,128

建設仮勘定 0 432

有形固定資産合計 16,356 15,979

無形固定資産

電話加入権 0 0

施設利用権 1 1

無形固定資産合計 1 1

投資その他の資産

投資有価証券 3,734 2,890

関係会社株式 1,490 1,392

関係会社長期貸付金 － 2,500

長期前払費用 19 13

前払年金費用 10 7

その他 198 141

貸倒引当金 △69 △34

投資その他の資産合計 5,384 6,910

固定資産合計 21,742 22,891

資産合計 26,461 28,769
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 273 284

買掛金 1,844 3,090

短期借入金 1,865 1,815

1年内返済予定の長期借入金 848 1,052

1年内償還予定の社債 160 －

未払金 263 585

未払費用 112 153

未払法人税等 424 50

前受金 200 197

預り金 12 24

賞与引当金 21 2

設備関係支払手形 659 －

流動負債合計 6,685 7,256

固定負債

長期借入金 2,722 4,974

繰延税金負債 945 781

退職給付引当金 65 67

役員退職慰労引当金 129 140

長期預り敷金 2,091 2,089

固定負債合計 5,953 8,052

負債合計 12,638 15,309

純資産の部

株主資本

資本金 2,315 2,315

資本剰余金

資本準備金 2,565 2,565

資本剰余金合計 2,565 2,565

利益剰余金

利益準備金 467 467

その他利益剰余金

特別償却準備金 10 16

圧縮積立金 744 740

別途積立金 8,680 8,680

繰越利益剰余金 178 581

利益剰余金合計 10,081 10,485

自己株式 △2,290 △2,646

株主資本合計 12,671 12,720

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,150 739

評価・換算差額等合計 1,150 739

純資産合計 13,822 13,460

負債純資産合計 26,461 28,769
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高

製品売上高 1,988 －

不動産賃貸収入 2,992 －

関係会社業務支援料 358 －

作業くず売上高 11 －

売上高合計 5,350 －

売上原価

当期製品製造原価 1,951 －

不動産賃貸費用 1,522 －

作業くず売上原価 11 －

工事損失引当金繰入 451 －

売上原価合計 3,936 －

売上総利益 1,414 －

販売費及び一般管理費

役員報酬 97 －

給料及び手当 305 －

賞与 24 －

賞与引当金繰入額 21 －

退職給付費用 37 －

役員退職慰労引当金繰入額 10 －

旅費及び交通費 40 －

交際費 9 －

減価償却費 60 －

租税公課 47 －

その他 ※1
 408 －

販売費及び一般管理費合計 1,063 －

営業収入

不動産賃貸収入 － 2,812

関係会社業務支援料 － 487

営業収入合計 － 3,299

営業費用

不動産賃貸費用 － 1,459

販売費及び一般管理費

役員報酬 － 89

給料及び手当 － 267

賞与 － 34

賞与引当金繰入額 － 2

退職給付費用 － 10

役員退職慰労引当金繰入額 － 11

旅費及び交通費 － 26

交際費 － 5

減価償却費 － 58

租税公課 － 39

その他 － 278

販売費及び一般管理費合計 － 823

営業費用合計 － 2,282

営業利益 350 1,016
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業外収益

受取利息 20 20

有価証券利息 8 0

受取配当金 ※2
 136

※1
 157

雑収入 63 58

営業外収益合計 228 237

営業外費用

支払利息 72 97

社債利息 2 0

シンジケートローン手数料 21 2

為替差損 40 6

貸倒引当金繰入額 － 18

雑損失 1 0

営業外費用合計 138 126

経常利益 440 1,128

特別利益

固定資産売却益 ※3
 1

※2
 5

投資有価証券売却益 43 53

子会社清算益 2 －

貸倒引当金戻入額 1 4

特別利益合計 49 63

特別損失

固定資産処分損 ※4
 189

※3
 37

投資有価証券評価損 133 129

関係会社株式評価損 － 98

会員権評価損 54 1

特別損失合計 378 267

税引前当期純利益 111 924

法人税、住民税及び事業税 294 183

法人税等調整額 △153 152

法人税等合計 140 335

当期純利益又は当期純損失（△） △29 588
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【製造原価明細書】

  
第98期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分 注記番号 金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 ※１ 685 25.3

Ⅱ　労務費  355 13.2

Ⅲ　経費 ※２ 1,662 61.5

当期総製造費用  2,703100

期首仕掛品たな卸高  3,912 

合計  6,616 

期末仕掛品たな卸高  －  

会社分割による振替高  4,656 

他勘定振替高 ※３ 8  

当期製品製造原価  1,951 

　（脚注）

第98期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．原価計算の方法

　原価計算の方法は個別原価計算であり、製造間接費は予定配賦を行い、期末に原価差額を調整して実際原価に修正し

ております。

２．※１　材料費には原材料の他に貯蔵品の当期費消分を含んでおります。

３．※２　主な内訳

(1) 外注費 1,306百万円

(2) 減価償却費 79　〃　

計    1,386　〃

４．※３　他勘定振替高の内訳

販売費及び一般管理費へ振替 8百万円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,315 2,315

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,315 2,315

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,565 2,565

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,565 2,565

資本剰余金合計

前期末残高 2,565 2,565

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,565 2,565

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 467 467

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 467 467

その他利益剰余金

特別償却準備金

前期末残高 7 10

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △4 △3

特別償却準備金の積立 7 9

当期変動額合計 2 5

当期末残高 10 16

圧縮積立金

前期末残高 749 744

当期変動額

圧縮積立金の取崩 △4 △4

会社分割による増加 △0 －

当期変動額合計 △4 △4

当期末残高 744 740

別途積立金

前期末残高 9,800 8,680

当期変動額

会社分割による増加 △1,120 －

当期変動額合計 △1,120 －

当期末残高 8,680 8,680
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 399 178

当期変動額

特別償却準備金の取崩 4 3

圧縮積立金の取崩 4 4

特別償却準備金の積立 △7 △9

剰余金の配当 △184 △184

当期純利益又は当期純損失（△） △29 588

会社分割による増加 △8 －

当期変動額合計 △220 403

当期末残高 178 581

利益剰余金合計

前期末残高 11,423 10,081

当期変動額

剰余金の配当 △184 △184

当期純利益又は当期純損失（△） △29 588

会社分割による増加 △1,129 －

当期変動額合計 △1,342 404

当期末残高 10,081 10,485

自己株式

前期末残高 △2,290 △2,290

当期変動額

自己株式の取得 △0 △355

当期変動額合計 △0 △355

当期末残高 △2,290 △2,646

株主資本合計

前期末残高 14,014 12,671

当期変動額

剰余金の配当 △184 △184

当期純利益又は当期純損失（△） △29 588

自己株式の取得 △0 △355

会社分割による増加 △1,129 －

当期変動額合計 △1,342 48

当期末残高 12,671 12,720
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 2,221 1,150

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,070 △410

当期変動額合計 △1,070 △410

当期末残高 1,150 739

評価・換算差額等合計

前期末残高 2,221 1,150

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,070 △410

当期変動額合計 △1,070 △410

当期末残高 1,150 739

純資産合計

前期末残高 16,235 13,822

当期変動額

剰余金の配当 △184 △184

当期純利益又は当期純損失（△） △29 588

自己株式の取得 △0 △355

会社分割による増加 △1,129 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,070 △410

当期変動額合計 △2,413 △362

当期末残高 13,822 13,460
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【重要な会計方針】
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項目
第98期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第99期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式：

　移動平均法に基づく原価法

子会社株式及び関連会社株式：

同左

 その他有価証券

時価のあるもの：

　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

その他有価証券

時価のあるもの：

同左

 時価のないもの：

　移動平均法に基づく原価法

時価のないもの：

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産：

　定率法、ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備は除く）に

ついては定額法

有形固定資産：

　（リース資産を除く） 

　定率法、ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備は除く）に

ついては定額法

 （会計方針の変更）

法人税法改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。

なお、この変更による影響は軽微で

あります。

 

 

 

 （追加情報）

法人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得価

額の５％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。

なお、この変更による影響は軽微で

あります。

（追加情報）

減価償却資産の耐用年数等に関す

る平成20年度法人税法の改正を契機

として、機械及び装置の耐用年数につ

いて見直しを行いましたが、結果とし

て、当事業年度における耐用年数の変

更はありません。

 

 無形固定資産：

　定額法

無形固定資産：

　（リース資産を除く） 

 　定額法
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項目
第98期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第99期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

  

 

リース資産：

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法

　なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成20

年３月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

 長期前払費用：

　均等償却

長期前払費用：

同左

 　なお、耐用年数、残存価額、償却期間につ

いては、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

同左

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

　従業員に対する賞与金支給に充てるた

め、支給見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

 (3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度末

において発生している額を計上してお

ります。

　なお、過去勤務債務及び数理計算上の

差異については、発生年度に全額を費用

処理しております。

(3) 退職給付引当金

同左

 (4) 役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金支給に充てる

ため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

４．完成工事高の計上基準 　売上高のうち請負工事における完成工

事高の計上は、原則として工事完成基準

を採用しておりますが、工期１年以上、

請負金額３億円以上、かつ、出来高進捗

率50％以上の工事（ただし、平成19年４

月１日以降に受注した工事から適用）

については、工事進行基準を適用してお

ります。

なお、工事進行基準によった完成工事

高は、当事業年度においては該当工事が

ないためありません。

────────

 

項目
第98期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第99期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

────────
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項目
第98期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第99期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　ヘッジ会計の要件を満たす金利スワッ

プについては、特例処理を採用しており

ます。

────────

 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：

　金利スワップ取引

 

 

 

 ヘッジ対象：

　借入金

 

 

 (3）ヘッジ方針等

　当社は、借入金のうち当社に金利変動

等のリスクが帰属する場合は、そのリス

クヘッジのため、金利スワップ取引を行

うものとしております。

 

 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税の会計処理

　消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

(1) 消費税の会計処理

同左

 (2) 連結納税制度の適用

　当事業年度から連結納税制度を適用し

ております。

(2) 連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
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【財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

第98期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第99期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（請負工事における完成工事高の計上基準の変更） 

当社では、売上高のうち請負工事の完成工事高について

は従来、全ての工事について工事完成基準を採用しており

ましたが、工事の進捗度合に応じて売上高・工事損益を計

上することで、期間損益を経営成績により適正に反映させ

るため、当事業年度より、工期１年以上、請負金額３億円以

上、かつ、出来高進捗率50％以上の工事（ただし、平成19年

４月１日以降に受注した工事から適用）については、工事

進行基準を適用することに変更いたしました。また、当社が

平成19年９月30日までに契約を締結した請負工事について

は、平成19年10月１日の橋梁事業の分社化に伴い連結子会

社ＪＳＴブリッジ㈱に承継させました。

なお、当事業年度においては、該当工事がないため、この

変更による影響はありません。

 ──────────

 

 ──────────

 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引

に係る会計処理によっております。なお、リース取引開始日

が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理を適用しております。

なお、この変更による影響は軽微であります。

 

【追加情報】

第98期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第99期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（関係会社業務支援料の売上高計上）

　橋梁事業の分社化に伴う当社の事業内容の多様化に対応

するため、定款の事業目的を追加することが平成19年６月

28日開催の第97期定時株主総会で承認されました。これに

より、関係会社業務支援料につきましては、従来「営業外収

益」に計上しておりましたが、当事業年度より、「売上高」

に計上する方法に変更いたしました。

　この変更に伴い、従来と比較し、売上高、売上総利益及び営

業利益が 358百万円増加し、同額営業外収益が減少してお

りますが、経常利益及び税引前当期純利益への影響はあり

ません。

──────────
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

第98期
平成20年３月31日現在

第99期
平成21年３月31日現在

１．※１　現金及び預金は、全額預金であります。 

２．※２．３のうち、下記のものはそれぞれ短期借入金

1,715百万円及び長期借入金40百万円の担保に供して

おります。

１．※１　現金及び預金は、全額預金であります。 

２．※２．３のうち、下記のものは短期借入金 1,715百万

円の担保に供しております。

建物 6,124 百万円

土地 33   〃

計    6,157   〃

建物 5,760百万円

土地 　　　33  〃

計    5,793  〃

３．偶発債務

(1) 下記関係会社の銀行借入金について債務保証を

行っております。

３．偶発債務

(1) 下記関係会社の銀行借入金について債務保証を

行っております。

(株)日本鉄塔大森工場 20百万円 (株)日本鉄塔大森工場 20百万円

(2) 下記関係会社の請負工事履行保証ついて連帯債務

保証を行っております。

(2) 下記関係会社の請負工事履行保証ついて連帯債務

保証を行っております。

ＪＳＴブリッジ(株) 457百万円 ＪＳＴブリッジ(株)  56百万円

(3) 関係会社日本鉄塔工業㈱のデリバティブ取引によ

り生じる可能性のある正味の債務について連帯債

務保証を行っております。当事業年度末における

正味の債務の時価評価額は４百万円であります。

 

４．※４　関係会社に対する短期貸付金は 200百万円、未収

入金は 2,454百万円であります。

４．※４　関係会社に対する短期貸付金は 900百万円、未収

入金は 3,686百万円であります。
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（損益計算書関係）

第98期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第99期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．※１　研究開発費の総額 

「販売費及び一般管理費」の「その他」及び「当期総製造

費用」に含まれる研究開発費

2百万円

 

 

 

 

 

 

 　　　　 

１．当社は、平成18年４月１日に鉄塔事業を、平成19年

10月１日に橋梁事業を会社分割し、100％出資子会社であ

る日本鉄塔工業㈱、ＪＳＴブリッジ㈱にそれぞれ承継さ

せるとともに、自らは不動産事業を営む持株会社へ移行

いたしました。 

　これにより、売上高については、前事業年度までは鋼構

造物事業に係る売上高を計上しておりましたが、当事業

年度からは不動産賃貸収入及び関係会社業務支援料の収

入のみになるため営業収入の区分を設け、それぞれを表

示いたしました。また、これに伴い営業費用の区分を設

け、そこに不動産賃貸費用と販売費及び一般管理費を計

上することといたしました。 

２．※２　関係会社よりの受取配当金は56百万円であり

ます。 

３．※３　固定資産売却益の内訳

２．※１　関係会社よりの受取配当金は78百万円であり 

ます。

３．※２　固定資産売却益の内訳

その他投資等 1百万円 機械及び装置他 5百万円

４．※４　固定資産処分損の内訳 ４．※３　固定資産処分損の内訳

(1) 建物 187百万円

(2) その他 1  〃

計 189  〃

(1) 建物 2百万円

(2) その他  35  〃

計    37  〃

  

  

（株主資本等変動計算書関係）

第98期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 4,083 0 － 4,084

合計 4,083 0 － 4,084

　（注）　自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

第99期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 4,084 1,112 － 5,196

合計 4,084 1,112 － 5,196

　（注）　自己株式の増加は、取締役会決議による自己株式の取得に伴う増加 1,112千株、単元未満株式の買取りによる増

加０千株であります。
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（リース取引関係）

第98期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第99期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引に係る注記

ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　管理部門における車両運搬具であります。 

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械及び装置 250 236 13
工具、器具及び
備品

43 34 8

合計 293 271 22

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、財

務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、「支

払利子込み法」により、算定しております。

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

工具、器具及び
備品

18 14 3

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、財

務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、「支

払利子込み法」により、算定しております。

２．未経過リース料期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 18百万円

１年超 3 〃

計 22〃

１年以内 2百万円

１年超 1 〃

計 3 〃

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、財務諸表等規則第８条の６第２項の規定

に基づき、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。

同左

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

支払リース料 38百万円

減価償却費相当額 38〃

支払リース料 18百万円

減価償却費相当額 18〃

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前事業年度

　平成20年３月31日現在において、時価のある子会社株式は所有しておりません。

当事業年度

　平成21年３月31日現在において、時価のある子会社株式は所有しておりません。

（税効果会計関係）

第98期
（平成20年３月31日）

第99期
（平成21年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

賞与引当金 8百万円

退職給付引当金 26  〃

役員退職慰労引当金 52  〃

投資有価証券評価損 383  〃

その他 337  〃

繰延税金資産小計 808  〃

評価性引当額 △295  〃

繰延税金資産合計 512  〃

繰延税金負債  

圧縮積立金 △504  〃

その他有価証券評価差額金 △792  〃

その他 △11  〃

繰延税金負債合計 △1,308  〃

繰延税金負債の純額 △796  〃

繰延税金資産  

賞与引当金 1百万円

退職給付引当金 27  〃

役員退職慰労引当金 56  〃

投資有価証券評価損 248  〃

その他 324  〃

繰延税金資産小計  658  〃

評価性引当額  △303  〃

繰延税金資産合計  355  〃

繰延税金負債  

圧縮積立金 △501  〃

その他有価証券評価差額金  △510  〃

その他  △13  〃

繰延税金負債合計   △1,025  〃

繰延税金負債の純額   △670  〃

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.38 ％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.34 ％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△33.72 〃

住民税均等割  7.17 〃

評価性引当額の見直しによる繰延税金資

産の取崩し
105.93 〃

その他 3.03 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 126.13 〃

 

法定実効税率  40.38 ％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目  0.24 ％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
   △6.11 〃

住民税均等割   0.22 〃

評価性引当額の見直しによる繰延税金資

産の取崩し
  0.81 〃

その他   0.76 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率   36.30 〃

 

（企業結合等関係）

連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

第98期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第99期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額    750円69銭

１株当たり当期純損失金額  1円58銭

１株当たり純資産額       778円 1銭

１株当たり当期純利益金額   32円63銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第98期

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第99期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益又は当期純損失(△)

（百万円）
△29 588

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失(△)（百万円）
△29 588

期中平均株式数（株） 18,413,038 18,042,204

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式の概要

新株予約権

（新株予約権の数44,994,000個）

なお、概要は「第４　提出会社の状

況、１　株式等の状況、(2) 新株予約

権等の状況」に記載のとおりであ

ります。

同左

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価

証券

その他有

価証券

東京電力(株) 50,000 123

関西電力(株) 37,342 79

中国電力(株) 50,000 107

東北電力(株) 101,500 219

九州電力(株) 346,962 766

新日本製鐵(株) 100,000 26

ＪＦＥホールディングス(株) 38,900 83

本田技研工業(株) 60,000 138

(株)みずほフィナンシャルグループ 1,589,920 298

(株)三井住友フィナンシャルグループ 27,307 93

(株)三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 137,300 65

宮地エンジニアリンググループ(株) 665,000 39

京浜急行電鉄(株) 624,922 444

大豊建設(株) 225,500 11

中国塗料(株) 158,000 93

川田テクノロジース(株) 332,000 37

(株)荏原製作所 76,000 16

(株)ニッピ 183,000 59

(株)リーガルコーポレーション 350,000 51

その他24銘柄 161,771 134

小計 5,315,424 2,890

計 5,315,424 2,890
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        

建物 27,158 12 8 27,162 17,116 785 10,046

構築物 1,406 － － 1,406 1,090 35 316

機械及び装置 44 － － 44 37 1 6

車両運搬具 11 7 5 13 6 1 6

工具、器具及び備品 412 15 7 421 378 17 42

土地 5,128 － － 5,128 － － 5,128

建設仮勘定 0 467 35 432 － － 432

有形固定資産計 34,162 503 56 34,609 18,629 842 15,979

無形固定資産        

電話加入権 － － － 0 － － 0

施設利用権 － － － 4 2 0 1

無形固定資産計 － － － 4 2 0 1

長期前払費用 23 － － 23 10 5 13

　（注）１．無形固定資産については、資産総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しました。

　　　　２．建設仮勘定の当期増加額の主な内訳は、不動産賃貸物件の建築工事費 432百万円であります。

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 86 38 44 21 59

賞与引当金 21 2 21 － 2

役員退職慰労引当金 129 11 － － 140

　（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替えによる戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

ａ　流動資産

(イ) 現金及び預金（全額預金）

種別 金額（百万円）

当座預金 21

普通預金 1,103

合計 1,124

(ロ) 売掛金

(a) 相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

トラストパーク（株） 0

その他 0

合計 0

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

第99期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

期首売掛
金残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

期末売掛
金残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

A B C D
C

─────
A ＋ B

×100
(A ＋ D)÷２
──────

B
×365

6 3,454 3,459 0 100 0

　（注）　消費税の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税が含まれております。

(ハ) 未収入金

相手先 金額（百万円）

ＪＳＴブリッジ（株） 2,158

日本鉄塔工業（株） 1,518

その他 57

合計 3,734

ｂ　固定資産

関係会社長期貸付金
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区分 金額（百万円）

ＪＳＴブリッジ（株） 2,500

合計 2,500

ｃ　流動負債

(イ）支払手形

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

住金物産（株） 123

草野産業（株） 43

豊鋼材工業（株） 42

川口金属工業（株） 42

東海ゴム工業（株） 32

合計 284

(b）期日別内訳

決済月 21年４月 21年５月 21年６月 21年７月 21年８月 21年９月 計

金額（百万円） 128 59 35 58 3 － 284

(ロ）買掛金

相手先 金額（百万円）

日鐵商事（株） 1,746

（株）メタルワン建材 973

川口金属工業（株） 100

（株）日本鉄塔大森工場 41

草野産業（株） 35

その他 193

合計 3,090

(ハ)短期借入金
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相手先 金額（百万円）

（株）みずほ銀行 595

（株）三井住友銀行 375

（株）三菱東京ＵＦＪ銀行 345

（株）山口銀行 300

みずほ信託銀行（株） 100

その他 100

合計 1,815

ｄ　固定負債

(イ)長期借入金

相手先 金額（百万円）

(株)みずほ銀行 2,522

(株)三井住友銀行 1,214

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 882

その他 355

合計 4,974

(ロ)長期預り敷金

相手先 金額（百万円）

興和不動産(株) 1,438

イオン(株) 565

その他（ＫＤＤＩ(株)他） 86

合計 2,089

（３）【その他】

①決算日後の状況

　該当事項はありません。

②訴訟

　連結子会社ＪＳＴブリッジ㈱は、平成20年６月に東日本高速道路㈱、中日本高速道路㈱、西日本高速道路㈱及

び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構から、旧日本道路公団が発注した鋼橋上部工工事の入札談合

に係る損害賠償の請求を受けました。当社及び連結子会社ＪＳＴブリッジ㈱は、請求に応ずる可否を慎重に検

討し、当時当社が受注した案件に係る損害賠償請求について連結子会社ＪＳＴブリッジ㈱が全額を支払いまし

た。しかしながら、平成20年12月に独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構は、当社及び連結子会社ＪＳ

Ｔブリッジ㈱に対して、当社と共同企業体を構成していた事業会社が工期途中で民事再生適用会社となったこ

とにより未払になった部分について、連帯債務として損害賠償を求める訴訟を東京高等裁判所に提訴しまし

た。

　本件につきましては、現在、東京高等裁判所において係属中であります。 
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座） 

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

取次所 ───────────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞に記載する。

株主に対する特典 該当事項なし

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第 189条第２項各号に掲げる権利、会社法第 166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度(第98期)（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月30日関東財務局長に提出。

(2) 四半期報告書及び確認書

事業年度(第99期第１四半期)（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）平成20年８月14日関東財務局長に

提出。

事業年度(第99期第２四半期)（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）平成20年11月14日関東財務局長に

提出。

事業年度(第99期第３四半期)（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）平成21年２月13日関東財務局長に

提出。

(3) 自己株券買付状況報告書

　報告期間　（自　平成20年12月１日　至　平成20年12月31日）平成21年１月９日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月27日 

ＪＳＴ株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人　青柳会計事務所  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 水嶋　正樹

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 井上　靖秀

　当監査法人は、金融商品取引法第 193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るＪＳＴ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＪＳＴ株

式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成21年６月26日 

ＪＳＴ株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人　青柳会計事務所  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 井上　靖秀

 業務執行社員  公認会計士 武藤　紀夫

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第 193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい
るＪＳＴ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ
た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＪＳＴ株
式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第 193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ＪＳＴ株式会社の平成21年３月
31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成
する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま
た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、ＪＳＴ株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統
制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係
る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 
 

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す
る形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月27日 

ＪＳＴ株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人　青柳会計事務所  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 水嶋　正樹

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 井上　靖秀

　当監査法人は、金融商品取引法第 193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るＪＳＴ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第98期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＪＳＴ株式会

社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成21年６月26日 

ＪＳＴ株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人　青柳会計事務所  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 井上　靖秀

 業務執行社員  公認会計士 武藤　紀夫

　当監査法人は、金融商品取引法第 193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るＪＳＴ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第99期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＪＳＴ株式会

社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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